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第６章 環境影響評価項目の選定等 

１ 環境影響要因の抽出 

本事業は既存の本庁舎及び第２庁舎の敷地において新本庁舎及び広場を整備する

ものであり、指定開発行為の種類は「川崎市環境影響評価に関する条例」（平成11

年12月、条例第48号）に基づき「高層建築物の新設（第１種行為）」及び「大規模建

築物の新設（第２種行為）」となる。 

環境影響の調査、予測及び評価にあたっては、本事業の計画内容と計画地及びその

周辺の環境特性、地域特性を考慮して、本事業の実施に伴う環境影響要因（環境影響

が想定される行為）を抽出した。 

環境影響要因の抽出結果は、表6-1に示すとおりである。 

表6-1 環境影響要因の抽出結果 

対象時期 環境影響要因の抽出 

工事中 

建設機械の稼働 

工事用車両の走行 

工事の影響 

供用時 

施設の存在 
緑の回復育成 

高層建築物の存在 

施設の供用 

施設の供用 

施設関連車両の走行 

冷暖房施設等の設置 

歩行者の往来 

２ 環境影響評価項目の選定 

抽出した環境影響要因に基づき、地域環境管理計画に掲げられている環境影響評価

項目の中から、調査、予測及び評価を行う項目を選定した。 

本事業の環境影響要因と環境影響評価項目の関連は表6-2に、環境影響評価項目の

選定等の理由は表6-3(1)～(7)に示すとおりである。 
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表6-2 環境影響要因と環境影響評価項目の関連 

環境影響要因

環境影響評価項目 

工事中 
供用時 

施設の存在 施設の供用 

建
設
機
械
の
稼
働

工
事
用
車
両
の
走
行

工
事
の
影
響

緑
の
回
復
育
成

高
層
建
築
物
の
存
在

施
設
の
供
用

施
設
関
連
車
両
の
走
行

冷
暖
房
施
設
等
の
設
置

歩
行
者
の
往
来

大気 

大気質 ● ● ● ● 

悪臭          

上記以外の大気環境要素          

水 

水質 

公共用水域          

地下水          

水温          

底質          

水象 

水量・流量・流出量          

湧水          

潮流          

上記以外の水環境要素          

土 

地形・ 

地質 

土砂流出          

崩壊          

斜面安定          

地盤 

地下水位          

地盤沈下          

変状          

土壌汚染 ● 

生物 

植物          

動物          

生態系          

緑 
緑の質 ● 

緑の量 ● 

騒音・ 

振動・ 

低周波音

騒音 ● ● ● ● 

振動 ● ● ● 

低周波音          

廃棄物等

一般廃棄物 ● 

産業廃棄物 ● 

建設発生土 ● 

構造物の

影響 

景観（景観、圧迫感） ● 

日照阻害 ● 

テレビ受信障害 ● 

風害 ● 

地域社会

コミュニティ施設          

人と自然とのふれあい活動の場

地域交通
交通混雑、交通安全 ● ● ● 

地域分断          

歴史的文化的遺産          

安全 火災、爆発、化学物質の漏洩等

温室効果ガス ● 

注）   ：選定した項目 
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表6-3(1) 環境影響評価項目の選定等の理由 

環境影響評価項目 
項目の

選定 
現況の概要 選定した理由または選定しない理由

大

気
大気質 ○ 

計画地は公共用地として利用さ

れており、主な発生源としては計画

地を出入りする自動車等がある。ま

た、計画地周辺の主な発生源として

は、計画地の南側に隣接する川崎府

中線（主要地方道９号）、東側約 150

ｍに位置する国道 15 号（第一京浜）

等を走行する自動車等がある。 

計画地周辺には一般局である川

崎測定局、自排局である市役所前測

定局及び日進町測定局が設置され

ている。 

二酸化窒素は川崎測定局、市役所

前測定局及び日進町測定局で測定

が行われており、平成 27 年度の測

定結果はすべての測定局で環境基

準を満足している。 

浮遊粒子状物質は川崎測定局、市

役所前測定局及び日進町測定局で

測定が行われており、平成 27 年度

の測定結果は環境基準の長期的評

価はすべての測定局で満足してい

る。また、環境基準の短期的評価は

市役所前測定局及び日進町測定局

で満足しているが、川崎測定局では

満足していない。 

微小粒子状物質は川崎測定局及

び日進町測定局で測定が行われて

おり、平成 27 年度の測定結果は川

崎測定局では環境基準を満足して

いるが、日進町測定局では環境基準

を満足していない。 

二酸化硫黄は川崎測定局で測定

が行われており、平成 27 年度の測

定結果は環境基準の長期的評価及

び短期的評価を満足している。 

一酸化炭素は市役所前測定局及

び日進町測定局で測定が行われて

おり、平成 27 年度の測定結果はす

べての測定局で環境基準の長期的

評価及び短期的評価を満足してい

る。 

光化学オキシダントは川崎測定

局で測定が行われており、平成 27

年度の測定結果は環境基準を満足

していない。 

工事中は、建設機械の稼働及び工

事用車両の走行による二酸化窒素

及び浮遊粒子状物質の発生があり、

計画地周辺の大気質への影響が考

えられることから、環境影響評価項

目（以下「評価項目」という。）と

して選定する。 

供用時は、施設関連車両の走行に

よる二酸化窒素及び浮遊粒子状物

質の発生、冷暖房施設等の設置によ

る二酸化窒素の発生があり、計画地

周辺の大気質への影響が考えられ

ることから、評価項目として選定す

る。 

注）○：選定した項目 －：選定しない項目 
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表6-3(2) 環境影響評価項目の選定等の理由 

環境影響評価項目 
項目の

選定 
現況の概要 選定した理由または選定しない理由

大

気

悪 臭 － 

計画地及びその周辺には著しい

悪臭を発生させるような施設（発生

源）はない。 

塗装及び防水等の工事にあたっ

ては、材料及び施工方法を検討し、

悪臭の発生抑制に努めることから、

評価項目として選定しない。 

供用時は、悪臭の要因となる物質

の使用及び作業はないことから、評

価項目として選定しない。 

上記以外の 

大気環境要素 
－ 

計画地は公共用地として利用さ
れており、上記以外の大気環境要素
に影響を及ぼす要因はない。 

本事業では、上記以外の大気環境

要素に影響を及ぼす要因はないこ

とから、評価項目として選定しな

い。 

水

水 質 

（公共用水域） 
－ 

計画地の既存施設からの排水は、

公共下水道に排出されており、公共

用水域の水質に影響を及ぼす要因

はない。 

計画地周辺の公共用水域として

は、計画地の北側約 600ｍを流れる

多摩川があり、計画地の北東側

約 700ｍの六郷橋において水質測

定が行われている。 

六郷橋では生物化学的酸素要求

量（BOD）の測定が行われており、

平成 27 年度の測定結果は環境基準

を満足している。 

工事中は、雨水排水等を沈砂槽等

により処理し、公共下水道に放流す

る計画であり、公共用水域の水質に

影響を及ぼす要因はないことから、

評価項目として選定しない。 

供用時は、排水を公共下水道に放

流する計画であり、公共用水域の水

質に影響を及ぼす要因はないこと

から、評価項目として選定しない。 

水 質 

（地下水） 
－ 

計画地の既存施設からの排水は、

公共下水道に排出されており、地下

水の水質に影響を及ぼす要因はな

い。 

工事中は、雨水排水等を沈砂槽等

により処理し、公共下水道に放流す

る計画であり、地下水の水質に影響

を及ぼす要因はないことから、評価

項目として選定しない。 

供用時は、排水を公共下水道に放

流する計画であり、地下水の水質に

影響を及ぼす要因はないことから、

評価項目として選定しない。 

水 質 

（水 温） 
－ 

計画地の既存施設からの排水は、

公共下水道に排出されており、公共

用水域の水温に影響を及ぼす要因

はない。 

工事中は、雨水排水等を沈砂槽等

により処理し、公共下水道に放流す

る計画であり、公共用水域の水温に

影響を及ぼす要因はないことから、

評価項目として選定しない。 

供用時は、排水を公共下水道に放

流する計画であり、公共用水域の水

温に影響を及ぼす要因はないこと

から、評価項目として選定しない。 

底 質 － 

計画地の既存施設からの排水は、

公共下水道に排出されており、公共

用水域の底質に影響を及ぼす要因

はない。 

工事中は、雨水排水等を沈砂槽等

により処理し、公共下水道に放流す

る計画であり、公共用水域の底質に

影響を及ぼす要因はないことから、

評価項目として選定しない。 

供用時は、排水を公共下水道に放

流する計画であり、公共用水域の底

質に影響を及ぼす要因はないこと

から、評価項目として選定しない。 

注）○：選定した項目 －：選定しない項目 
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表6-3(3) 環境影響評価項目の選定等の理由 

環境影響評価項目 
項目の

選定 
現況の概要 選定した理由または選定しない理由

水

水 象 

（水量・流量・ 

流出量） 

－ 

計画地の既存施設からの排水は、

公共下水道に排出されており、公共

用水域の水量・流量・流出量に影響

を及ぼす要因はない。 

工事中は、雨水排水等を沈砂槽等

により処理し、公共下水道に放流す

る計画であり、公共用水域の水量・

流量・流出量に影響を及ぼす要因は

ないことから、評価項目として選定

しない。 

供用時は、雨水排水を計画地内に

設置する雨水貯留槽に一旦貯留し、

流量調整を行い、公共下水道に放流

する計画であり、公共用水域の水

量・流量・流出量に影響を及ぼす要

因はないことから、評価項目として

選定しない。 

水 象 

（湧 水） 
－ 

計画地及びその周辺には、湧水は

存在しない。 

計画地及びその周辺には、湧水は

存在しないことから、評価項目とし

て選定しない。 

水 象 

（潮 流） 
－ 

計画地及びその周辺には、海域は

存在しない。 

計画地及びその周辺には、海域は

存在しないことから、評価項目とし

て選定しない。 

上記以外の 

水環境要素 
－ 

計画地は公共用地として利用さ

れており、上記以外の水環境要素に

影響を及ぼす要因はない。 

本事業では、上記以外の水環境要

素に影響を及ぼす要因はないこと

から、評価項目として選定しない。 

土

地形・地質 

（土砂流出） 
－ 

計画地は公共用地として利用さ

れており、降雨等による土砂の流出

はない。 

工事中は、雨水排水等を沈砂槽等

により処理し、降雨による土砂流出

を抑制することから、評価項目とし

て選定しない。 

地形・地質 

（崩 壊） 
－ 

計画地及びその周辺は平坦な地

形で、崩壊するような斜面は存在し

ない。 

計画地のある川崎区は多摩川に

沿って形成された沖積低地で、市街

部は盛土地・埋立地、自然堤防、砂

州・砂堆・砂丘が、臨海部は埋立地

が分布している。 

計画地周辺の地層は表層に盛土

がみられ、その下に砂層、シルト層、

粘土層、砂礫層、岩盤で構成されて

いる。 

本事業では、造成等による斜面の

形成は行わない計画であり、工事に

よる地形・地質への著しい影響はな

いことから、評価項目として選定し

ない。 

地形・地質 

（斜面安定） 
－ 

注）○：選定した項目 －：選定しない項目 
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表6-3(4) 環境影響評価項目の選定等の理由 

環境影響評価項目 
項目の

選定 
現況の概要 選定した理由または選定しない理由

土

地 盤 

（地下水位） 
－ 

計画地は公共用地として利用さ

れており、地下水の汲み上げを行う

施設は存在しない。 

計画地の北側約 500ｍの六郷ポ

ンプ場で地下水位が測定されてお

り、平成 26 年の年平均水位は

G.L.-1.25ｍ（T.P.+1.38ｍ）である。 

計画地周辺の水準点における地

盤変動量の推移（平成 23 年度～平

成 27 年度）は-10.2mm～+12.9mm で

あり、「川崎市環境基本計画」に定

められている地盤沈下の監視目安

（年間 20mm 以上の沈下）を満足し

ている。 

工事中は、掘削工事にあたり遮水

性の高い山留壁を構築するなど、地

下水位に変化を生じさせない工法

を採用する計画であることから、評

価項目として選定しない。 

供用時は、地盤に影響を及ぼす地

下水の揚水は行わないことから、評

価項目として選定しない。 

地 盤 

（地盤沈下） 
－ 

工事中は、掘削工事にあたり遮水

性の高い山留壁を構築するなど、地

下水位に変化を生じさせない工法

を採用する計画であり、地盤沈下の

おそれはないことから、評価項目と

して選定しない。 

供用時は、地盤に影響を及ぼす地

下水の揚水は行わないことから、評

価項目として選定しない。 

地 盤 

（変 状） 
－ 

工事中は、掘削工事にあたり剛性

及び遮水性の高い山留壁を構築す

るなど、地盤の変状を生じさせない

工法を採用する計画であることか

ら、評価項目として選定しない。 

土壌汚染 ○

計画地は昭和 13 年２月に本庁舎

が、昭和 34 年８月に本庁舎北館が、

昭和 36 年８月に第２庁舎が建設さ

れ、現在に至っている。資料等調査

によると、既存の本庁舎では過去に

ガソリンタンク、廃棄物焼却炉及び

変圧器等の PCB を含有する機器が

設置されていたことが判明してお

り、ベンゼン、鉛、ダイオキシン類、

PCB による土壌汚染のおそれがあ

るため、着工に先立ち、「土壌汚染

対策法」並びに「川崎市公害防止等

生活環境の保全に関する条例」に基

づく諸届出、手続を実施するとして

いる。 

既存の本庁舎では過去にガソリ

ンタンク、廃棄物焼却炉及び変圧器

等の PCB を含有する機器が設置さ

れていたことが判明しており、ベン

ゼン、鉛、ダイオキシン類、PCB に

よる土壌汚染のおそれがあること

から、評価項目として選定する。な

お、着工に先立ち、「土壌汚染対策

法」並びに「川崎市公害防止等生活

環境の保全に関する条例」に基づく

諸届出、手続を実施する。 

供用時は、土壌汚染の要因となる

物質の取り扱いはないことから、評

価項目として選定しない。 

生
物

植 物 － 
計画地及びその周辺は業務施設、

商業施設、宿泊娯楽施設、集合住宅

等が混在する市街地であり、計画地

周辺の稲毛公園、富士見公園等の植

栽樹種が見られるが、自然植生や注

目される種、群落、生息地は確認さ

れていない。 

計画地及びその周辺には、注目さ

れる種、群落、生息地は確認されて

いないことから、評価項目として選

定しない。 動 物 － 

生態系 － 

緑

緑の質 ○ 

計画地には、本庁舎敷地の前庭周

辺及び建物の外周、第２庁舎南側に

緑化地があり、本庁舎屋上に屋上緑

化がある。また、計画地周辺は業務

施設、商業施設、宿泊娯楽施設、集

合住宅等が混在する市街地であり、

稲毛公園、富士見公園等に植栽樹種

が見られる。 

本事業では、敷地外周及び屋上等

に関係法令に基づき緑化を行う計

画であり、緑の回復育成に取り組む

ことから、評価項目として選定す

る。 

緑の量 ○ 

注）○：選定した項目 －：選定しない項目 
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表6-3(5) 環境影響評価項目の選定等の理由 

環境影響評価項目 
項目の

選定 
現況の概要 選定した理由または選定しない理由

騒
音
・
振
動
・
低
周
波
音

騒 音 ○ 

計画地は公共用地として利用さ

れており、主な発生源としては計画

地を出入りする自動車等がある。ま

た、計画地周辺の主な発生源として

は、計画地の南側に隣接する川崎府

中線（主要地方道９号）、東側約 150

ｍに位置する国道 15 号（第一京浜）

等を走行する自動車等がある。 

平成 21 年度に計画地北側の旧川

崎市公害監視センターで一般環境

騒音の調査が、平成 26 年度に川崎

府中線及び国道 15 号で道路交通騒

音の調査が行われており、旧川崎市

公害監視センター（一般環境騒音）

及び国道 15 号（道路交通騒音）の

夜間で環境基準を満足していない。 

平成 27 年度に国道１号で道路交

通振動の調査が行われており、すべ

ての時間区分で「振動規制法」に基

づく道路交通振動に係る要請限度

を満足している。 

川崎区の「騒音規制法」及び「振

動規制法」に基づく特定施設設置届

出工場・事業場数は、それぞれ川崎

市全体の 30.8％、30.6％を占めて

おり、特定施設数（全施設）は、そ

れぞれ川崎市全体の 29.6％、25.4

％を占めている。 

工事中は、建設機械の稼働及び工

事用車両の走行による騒音の影響

が考えられることから、評価項目と

して選定する。 

供用時は、施設関連車両の走行及

び冷暖房施設等の設置による騒音

の影響が考えられることから、評価

項目として選定する。 

振 動 ○ 

工事中は、建設機械の稼働及び工

事用車両の走行による振動の影響

が考えられることから、評価項目と

して選定する。 

供用時は、施設関連車両の走行に

よる振動の影響が考えられること

から、評価項目として選定する。 

低周波音 － 

計画地は公共用地として利用さ

れており、著しい低周波音を発生す

る施設は存在しない。 

工事中は、著しい低周波音を発生

する建設機械及び工法は採用しな

いことから、評価項目として選定し

ない。 

供用時は、著しい低周波音を発生

する施設は設置しないことから、評

価項目として選定しない。 

廃
棄
物
等

一般廃棄物 ○ 

計画地は公共用地として利用さ

れており、事業系一般廃棄物及び産

業廃棄物（廃プラスチック、廃蛍光

管、廃乾電池等）の発生がある。 

供用時は、事業系一般廃棄物が発

生することから、評価項目として選

定する。 

産業廃棄物 ○ 

工事中は、建設廃棄物等の産業廃

棄物が発生することから、評価項目

として選定する。 

供用時は、多量の産業廃棄物を発

生する施設ではないことから、評価

項目として選定しない。 

建設発生土 ○ 

計画地は公共用地として利用さ

れており、建設発生土の発生はな

い。 

工事中には、掘削工事等により建

設発生土が発生することから、評価

項目として選定する。 

注）○：選定した項目 －：選定しない項目 
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表6-3(6) 環境影響評価項目の選定等の理由 

環境影響評価項目 
項目の

選定 
現況の概要 選定した理由または選定しない理由

構
造
物
の
影
響

景 観 

（景観、圧迫感）
○ 

計画地及びその周辺は、ＪＲ川崎
駅及び京急川崎駅を中心に商業・業
務機能が集積する地域であり、高い
密度で建築物が分布する市街地で
ある。 

景観構成要素としては、低層・中
層から超高層までの業務施設、商業
施設、宿泊娯楽施設、集合住宅等の
人工的要素が多くみられる。 

供用時は、計画建築物の出現によ
り地域景観及び圧迫感に変化が生
じると考えられることから、評価項
目として選定する。 

日照阻害 ○ 
供用時は、計画建築物の出現によ

り日影が生じることから、評価項目
として選定する。 

テレビ 

受信障害 
○ 

供用時は、計画建築物の出現によ
りテレビ電波受信障害が生じると
考えられることから、評価項目とし
て選定する。 

風 害 ○ 

供用時は、計画建築物の出現によ
り風環境の状況に変化が生じると
考えられることから、評価項目とし
て選定する。 

地
域
社
会

コミュニティ 

施設 
－ 

計画地には、川崎市役所本庁舎及
び第２庁舎がある。計画地周辺に
は、計画地の南側約 40ｍに川崎市
役所第３庁舎、北側約 80ｍに川崎
市役所第４庁舎、南東側約 70ｍに
川崎区役所等がある。 

また、計画地の南東側約 200ｍに
宮前小学校があり、計画地は宮前小
学校の通学区域となっている。 

本事業は、工事中及び供用時とも
に、計画地周辺のコミュニティ施設
に影響を及ぼす要因はないことか
ら、評価項目として選定しない。 

人と自然との 

ふれあい活動の場
－ 

計画地には、人と自然とのふれあ
い活動の場は存在しない。 

計画地周辺には、計画地の東側
約 50ｍに稲毛公園、南側約 200ｍに
東田公園、北側約 250ｍに東町公
園、東側約 400ｍに富士見公園等が
ある。 

本事業は、計画地周辺の人と自然
とのふれあい活動の場に影響を及
ぼす要因はないことから、評価項目
として選定しない。 

地域交通 

（交通混雑、 

交通安全） 

○ 

計画地周辺では、国道 409 号及び
川崎府中線（主要地方道９号）で道
路交通センサスの調査地点が行わ
れており、平成 22 年度の自動車交
通量（平日）は国道 409 号で 22,364
台/12 時間（大型車混入率：28.6
％）、川崎府中線（主要地方道９号）
で 12,466 台/12 時間（大型車混入
率：9.0％）である。 

工事中は、工事用車両の走行によ
る地域交通への影響が考えられる
ことから、評価項目として選定す
る。 

供用時は、施設関連車両の走行及
び歩行者の往来による地域交通へ
の影響が考えられることから、評価
項目として選定する。 

地域交通 

（地域分断） 
－ 

計画地には、砂子４号線の一部が
通っている。 

本事業では、計画地内の砂子４号
線の交通規制を変更し、歩行者専用
道路にする（図 1-3（p.20）参照）
ため、車両及び歩行者の利用を阻害
（地域分断）する要因はないことか
ら、評価項目として選定しない。 

歴史的 

文化遺産 
－ 

計画地には、指定文化財等及び周
知の埋蔵文化財包蔵地は存在しな
い。 

計画地周辺には、指定文化財等の
「手洗石」等が、周知の埋蔵文化財
包蔵地の「川崎区№8」がある。 

計画地には、指定文化財等及び周
知の埋蔵文化財包蔵地は存在しな
いことから、評価項目として選定し
ない。 

注）○：選定した項目 －：選定しない項目 
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表6-3(7) 環境影響評価項目の選定等の理由 

環境影響評価項目 
項目の

選定 
現況の概要 選定した理由または選定しない理由

安
全

火災、爆発、 

化学物質の漏洩等
－ 

計画地は公共用地として利用さ

れており、本庁舎及び第２庁舎にお

いて危険物（軽油）の取扱施設があ

るが、「消防法」等の関係法令に基

づき適正に管理されている。なお、

現在は、本庁舎において危険物の貯

蔵は行っていない。また、計画地に

は化学物質等の取扱施設はない。 

供用時に危険物及び化学物質等

の取扱施設を設置する場合は、現在

の本庁舎及び第２庁舎の取扱施設

と同様に、適正に管理することか

ら、評価項目として選定しない。 

温室効果ガス ○ 

計画地は公共用地として利用さ

れており、電気及び都市ガス等の使

用がある。 

供用時は、電気及び都市ガスの使

用により温室効果ガスが発生する

ことから、評価項目として選定す

る。 

注）○：選定した項目 －：選定しない項目 
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３ 環境配慮項目 

(1) 環境配慮項目の選定 

本事業の計画内容を勘案して、環境影響評価の手法が確立されていないが、地域環

境の保全の見地から配慮を要する項目及び地球環境の保全の見地から配慮を要する

項目（以下「環境配慮項目」という。）を選定した。 

環境配慮項目の選定等の理由は、表6-4に示すとおりである。 

表6-4 環境配慮項目の選定等の理由 

環境配慮項目 
項目の 

選定 
選定した理由または選定しない理由 

地
域
環
境
の
保
全
の
見
地
か
ら

配
慮
を
行
う
項
目

有害化学物質 － 
本事業では、有害化学物質を取り扱わないことから、

環境配慮項目として選定しない。 

放射性物質 － 
本事業では、放射性物質を取り扱わないことから、環

境配慮項目として選定しない。 

ヒートアイランド 

現象 
○ 

供用時には、施設の供用によるエネルギー消費があり、

省エネルギー対策の推進による人工排熱の低減、緑化等

による人工被覆等の改善が求められることから、環境配

慮項目として選定する。 

電磁波、電磁界 － 
本事業では、電磁波、電磁界を発生する施設は設置し

ないことから、環境配慮項目として選定しない。 

光 害 － 
本事業では、光害の発生要因となる設備は設置しない

ことから、環境配慮項目として選定しない。 

地震時等の災害 ○ 
本事業では、地震時等の災害発生時の環境配慮が求め

られることから、環境配慮項目として選定する。 

地
球
環
境
の
保
全
の
見
地
か
ら

配
慮
を
行
う
項
目

地球温暖化 ○ 

温室効果ガス（二酸化炭素）の発生要因として、工事

中の建設機械の稼働及び工事用車両の走行、供用時の施

設関連車両の走行が考えられるため、環境配慮項目とし

て選定する。 

なお、供用時には電気及び都市ガスの使用があり、施

設の供用による「温室効果ガス」を環境影響評価項目と

して選定し、環境保全のための措置等について検討する

ため、環境配慮項目としては選定しない。 

オゾン層 － 
本事業では、オゾン層に影響を及ぼす物質を取り扱わ

ないことから、環境配慮項目として選定しない。 

酸性雨 － 

本事業では、酸性雨の発生要因物質を著しく排出する

設備等は設置しないことから、環境配慮項目として選定

しない。 

資 源 ○ 

工事中及び供用時において、資源の有効活用、水循環

への配慮が求められることから、環境配慮項目として選

定する。 

エネルギー ○ 

供用時には、施設の供用によるエネルギー消費があり、

省エネルギーの推進が求められることから、環境配慮項

目として選定する。 
注）○：選定した項目 －：選定しない項目 
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(2) 環境配慮方針 

選定した環境配慮項目の環境配慮方針は、表6-5に示すとおりである。 

表6-5 選定した環境配慮項目の環境配慮方針 

選定した 

環境配慮項目 
環境配慮方針 

地
域
環
境
の
保
全
の
見
地
か
ら

配
慮
を
行
う
項
目

ヒートアイランド 

現象 

【供用時】 

・設備機器の選定や使用方法への配慮により、環境負荷の低減に努

める。 

・ヒートアイランド現象を緩和するため、関係法令に基づき緑化を

行う。 

地震時等の災害 

【供用時】 

・耐震性及び防火に配慮する。 

・発災時に災害対策活動の中枢拠点として十分に機能するよう、業

務継続性を確保する。 

・発災時に様々な目的に転用できるスペースや備蓄機能を確保す

る。 

地
球
環
境
の
保
全
の
見
地
か
ら

配
慮
を
行
う
項
目

地球温暖化 

【工事中】 

・建設機械及び工事用車両の選定や使用方法への配慮等により、環

境負荷の低減に努める。 

【供用時】 

・公用車の選定や使用方法への配慮等により、環境負荷の低減に努

める。 

資 源 

【工事中】 

・循環型社会の形成に貢献するため、工事における建設副産物のリ

サイクルや再生材料の利用の推進に努める。 

【供用時】 

・循環型社会の形成に貢献するため、作業工程や事務所での資源の

有効利用に努める。 

エネルギー 

【供用時】 

・設備機器の選定や使用方法への配慮、建築設計上の配慮等によ

り、環境負荷の低減を努める。 
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第７章 環境影響評価の調査、予測及び評価の手法 

環境影響評価の調査、予測及び評価にあたっては、本事業の計画内容と計画地及び

その周辺の環境特性、地域特性を考慮して対象事業の実施に伴う環境影響要因（環境

影響が想定される行為）を抽出し、環境影響評価項目として大気質、土壌汚染、緑の

質、緑の量、騒音、振動、一般廃棄物、産業廃棄物、建設発生土、景観（景観、圧迫

感）、日照阻害、テレビ受信障害、風害、地域交通（交通混雑、交通安全）、温室効

果ガスの15項目を選定した。 

選定した環境影響評価項目の調査、予測及び評価の方法等は、次ページ以降に示す

とおりである。なお、環境影響評価項目ごとに調査、予測及び評価の方法等が対比し

て見られるよう以下に示す表形式でまとめた。 

・ 表は見開きの左ページ（偶数ページ）と右ページ（奇数ページ）を使用し、左

ページに調査項目及び調査方法等、右ページに予測・評価項目及び予測・評価

方法等について記載した。 

・ 見開きページごとに表の続きを記載した。 

・ 環境影響評価項目ごとに参考資料及び関係図面等を掲載した。 

１ ○○○ 

 1.1 ○○○ 

項 目 調 査 予 測 評 価 

○ 
○ 
○ 

○ 
○ 
○ 

(1) 調査項目 
計画地及びその周辺における

○○○の状況等を把握し、予測
及び評価を行うための資料を得
ることを目的として、以下の項
目について調査する。 

① ○○の状況 
② ○○の状況 

(2) 調査地域 
計画地及びその周辺とする。 

(3) 調査方法等 
 ① ○○の状況 
 ア 既存資料調査 

 イ 現地調査 
 (ｱ) 調査地点 
 (ｲ) 調査期間・調査時期 
 (ｳ) 調査方法 

 ② ○○の状況 
 ア 調査地点 
 イ 調査期間・調査時期 
 ウ 調査方法 

(4) 予測及び評価項目 
＜工事中＞ 
 ① ○○による○○への影響 
＜供用時＞ 
 ② ○○による○○への影響 

(5) 予測方法等 

＜工事中＞ 
 ① ○○による○○への影響 
 ア 予測地域・地点 

 イ 予測時期 

 ウ 予測方法 

＜供用時＞ 
 ② ○○による○○への影響 
 ア 予測地域・地点 

 イ 予測時期 

 ウ 予測方法 

(6) 評価方法等 

＜工事中＞ 
 ① ○○による○○への影響 
 ア 環境への影響の回避・ 
  低減の観点 

 イ 評価方法 

＜供用時＞ 
 ② ○○による○○への影響 
 ア 環境への影響の回避・ 
  低減の観点 

 イ 評価方法 

        －左ページ－                   －右ページ－           

計画地及びその周辺の現況を把握するための

調査項目について、その方法等を記載した。 

条例準備書において行う予測・評価項目につい

て、その方法等を記載した。 
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１ 大 気 

1.1 大気質 

項 目 調 査 

大

気

大
気
質

(1) 調査項目 

計画地及びその周辺における大気質の状況等を把握し、予測及び評価を行うための

資料を得ることを目的として、以下の項目について調査する。 

① 大気質の状況（二酸化窒素、浮遊粒子状物質） 

② 気象の状況 

③ 地形及び地物の状況 

④ 土地利用の状況 

⑤ 発生源の状況 

⑥ 自動車交通量等の状況 

⑦ 関係法令等による基準等 

(2) 調査地域 

計画地及びその周辺とする。 

(3) 調査方法等 

① 大気質の状況（二酸化窒素、浮遊粒子状物質） 

ア 調査地点 

調査地点は図7.1.1-1に示すとおり、計画地周辺の一般環境大気測定局（以下「一般

局」という。）である川崎測定局（川崎市役所第４庁舎、旧川崎市公害監視センター注1））、

自動車排出ガス測定局（以下「自排局」という。）である市役所前測定局（川崎市役所

本庁舎前注2））及び日進町測定局（都市機構川崎日進市街地住宅敷地内）とする。 

注 1) 川崎測定局は、平成 25 年６月 23 日に旧川崎市公害監視センターから川崎市役所本庁

舎（気象）及び第４庁舎（大気質）に移設している。その後、気象については、川崎

市役所本庁舎の解体工事に伴い測定機器を川崎市役所第３庁舎屋上に移設し、平

成 28 年３月 28 日から測定を行っている。 

注 2) 市役所前測定局は、平成 28 年２月 12 日に西へ約 100ｍの場所（川崎市役所本庁舎敷

地南東角から南西角）に移設している。 

イ 調査期間・調査時期 

大気質の状況を把握するため、最新の１年間とする。また、大気質の経年変化を把

握するため、過去５年間とする。 

ウ 調査方法 

「環境局事業概要－公害編－」（川崎市）及び「川崎市大気データ」（川崎市環境

局ホームページ）等の既存資料を整理する。 

② 気象の状況 

ア 調査地点 

計画地周辺の一般局とし、風向・風速は川崎測定局、日射量及び放射収支量は幸測

定局とする。 

イ 調査期間・調査時期 

気象の状況を把握するため、最新の１年間とする。 

ウ 調査方法 

「川崎市大気データ」等の既存資料を整理する。 
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(4) 予測及び評価項目 

＜工事中＞ 

① 建設機械の稼働による大気質への影響（二酸化窒素、浮遊粒子状物質） 

② 工事用車両の走行による大気質への影響（二酸化窒素、浮遊粒子状物質） 

＜供用時＞ 

③ 施設関連車両の走行による大気質への影響（二酸化窒素、浮遊粒子状物質） 

④ 冷暖房施設等の設置による大気質への影響（二酸化窒素） 

(5) 予測方法等 

＜工事中＞ 

① 建設機械の稼働による大気質への影響 

  （二酸化窒素、浮遊粒子状物質） 

ア 予測地域・予測地点 

予測地域は排出源の高さ等を考慮し、予

測される最大着地濃度出現地点を含む範

囲とする。予測高さは、地上1.5ｍとする。

イ 予測時期 

建設機械の稼働による汚染物質排出量

が最大となる時期とする。 

ウ 予測方法 

大気拡散式を用いて付加濃度（年平均

値、１時間値）を予測する。付加濃度及

びバックグラウンド濃度から長期将来濃

度（年平均値、日平均値）及び短期将来

濃度（１時間値）を予測する。 

大気拡散式は、「窒素酸化物総量規制

マニュアル（新版）」（平成12年12月、

公害研究対策センター）に基づき、プルー

ム式（有風時：風速1.0m/s以上の場合）、

弱風パフ式（弱風時：風速 0.5m/s以

上、0.9m/s以下の場合）、無風パフ式（無

風時：風速0.4m/s以下の場合）を用いる。

なお、短期将来濃度予測の気象条件は、

風向は16方位、風速は１m/s、大気安定度

中立（Ｄ）とする。 

② 工事用車両の走行による大気質への影響 

  （二酸化窒素、浮遊粒子状物質） 

ア 予測地域・予測地点 

予測地域は、工事用車両の主な走行経路

上の道路端から50ｍ程度の範囲とする。 

予測地点は図7.1.1-2に示すとおり、工

事用車両の主な走行経路上の２地点（№1、

№2）における沿道の道路端とする。予測

高さは、地上1.5ｍとする。 

イ 予測時期 

工事用車両の走行台数が最大となる時

期とし、この交通量が１年間続くものと

想定する。 

(6) 評価方法等 

＜工事中＞ 

① 建設機械の稼働による大気質への影響 

  （二酸化窒素、浮遊粒子状物質） 

ア 環境への影響の回避・低減の観点 

建設機械の稼働による大気質への影響

を低減させる対策について、その内容を

明らかにし、評価の条件とする。 

イ 評価方法 

「地域環境管理計画」（平成28年１月

改定、川崎市）に定められる地域別環境

保全水準等を参考に設定する環境保全目

標を評価の指標とし、上述の「環境への

影響の回避・低減の観点」の内容及び計

画地周辺の地域特性を勘案して評価す

る。 

② 工事用車両の走行による大気質への影響 

  （二酸化窒素、浮遊粒子状物質） 

ア 環境への影響の回避・低減の観点 

工事用車両の走行による大気質への影

響を低減させる対策について、その内容

を明らかにし、評価の条件とする。 

イ 評価方法 

「地域環境管理計画」に定められる地

域別環境保全水準等を参考に設定する環

境保全目標を評価の指標とし、上述の「環

境への影響の回避・低減の観点」の内容

及び計画地周辺の地域特性を勘案して評

価する。 
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項 目 調 査 

大

気

大
気
質

③ 地形及び地物の状況 

「地形図」（川崎市）等の既存資料を整理する。 

④ 土地利用の状況 

「土地利用現況図」（川崎市）等の既存資料を整理する。 

⑤ 発生源の状況 

「土地利用現況図」等の既存資料を整理する。 

⑥ 自動車交通量等の状況 

「７ 地域社会 7.1 地域交通（交通混雑・交通安全）」と同様とする。 

⑦ 関係法令等による基準等 

以下に示す関係法令等の内容を整理する。 

・環境基本法（平成５年11月、法律第91号） 

・川崎市環境基本条例（平成３年12月、条例第28号） 

・川崎市公害防止等生活環境の保全に関する条例（平成11年12月、条例第50号） 

・中央公害対策審議会答申（昭和53年３月）による指針値 

・地域環境管理計画に定められる地域別環境保全水準 

【参考資料】 

◆地域環境管理計画に定められる地域別環境保全水準 

・環境基準設定物質：環境基準等を超えないこと。かつ、現状を悪化させないこと。 

表7.1.1-1 関係法令等に定める大気質に係る基準等 

項 目 環境目標値 環境基準 指針値 

二酸化窒素 

１時間値の 

１日平均値 
0.02ppm 以下 

0.04ppm～0.06ppm までの 

ゾーン内又はそれ以下 
－ 

１時間値 － － 
0.1ppm～0.2ppm

注）

浮遊粒子状物質 

１時間値の 

１日平均値 
0.075mg/m3以下 0.10mg/m3以下 － 

１時間値 － 0.20mg/m3以下 － 

年平均値 0.0125mg/m3以下 － － 

注）中央公害対策審議会答申（昭和 53 年３月）による指針値 

資料：「川崎市環境影響評価等技術指針」（平成 28 年１月改訂、川崎市） 
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ウ 予測方法 
大気拡散式を用いて付加濃度（年平均

値）を予測する。付加濃度及びバックグ
ラウンド濃度から長期将来濃度（年平均
値、日平均値）を予測する。 

大気拡散式は、「道路環境影響評価の
技術手法（平成24年度版）」（平成25年
３月、国土交通省国土技術政策研究所
独立行政法人土木研究所）に基づき、プ
ルーム式（有風時：風速が1.0m/sを超え
る場合）、パフ式（弱風時：風速が1.0m/s
以下の場合）を用いる。 

＜供用時＞ 
③ 施設関連車両の走行による大気質への影響 
  （二酸化窒素、浮遊粒子状物質） 
ア 予測地域・予測地点 

予測地域は、施設関連車両の主な走行経
路上の道路端から50ｍ程度の範囲とする。

予測地点は図7.1.1-2に示すとおり、施
設関連車両の主な走行経路上の３地点
（№1～№3）における沿道の道路端とす
る。予測高さは、地上1.5ｍとする。 

イ 予測時期 
供用時の事業活動等が定常状態となる時

期とする。 

ウ 予測方法 
「② 工事用車両の走行による大気質

への影響」と同様とする。 

④ 冷暖房施設等の設置による大気質への影響 
  （二酸化窒素） 
ア 予測地域・予測地点 

予測地域は排出源の高さ等を考慮し、予
測される最大着地濃度出現地点を含む範
囲とする。予測高さは、原則、地上1.5ｍ
とするが、排出源と計画地近隣の建築物の
高さ、配置等を踏まえ、高さ方向の予測に
ついても検討する。 

イ 予測時期 
供用時の事業活動等が定常状態となる時

期とする。 

ウ 予測方法 
大気拡散式を用いて付加濃度（年平均

値）を予測する。付加濃度及びバックグ
ラウンド濃度から長期将来濃度（年平均
値、日平均値）を予測する。 

大気拡散式は、「窒素酸化物総量規制
マニュアル（新版）」に基づき、プルー
ム式（有風時：風速1.0m/s以上の場合）、
弱風パフ式（弱風時：風速 0.5m/s以
上、0.9m/s以下の場合）、無風パフ式（無
風時：風速0.4m/s以下の場合）を用いる。

＜供用時＞ 
③ 施設関連車両の走行による大気質への影響 
  （二酸化窒素、浮遊粒子状物質） 
ア 環境への影響の回避・低減の観点 

施設関連車両の走行による大気質への
影響を低減させる対策について、その内
容を明らかにし、評価の条件とする。 

イ 評価方法 
「地域環境管理計画」に定められる地

域別環境保全水準等を参考に設定する環
境保全目標を評価の指標とし、上述の「環
境への影響の回避・低減の観点」の内容
及び計画地周辺の地域特性を勘案して評
価する。 

④ 冷暖房施設等の設置による大気質への影響 
  （二酸化窒素） 
ア 環境への影響の回避・低減の観点 

冷暖房施設等の設置による大気質への
影響を低減させる対策について、その内
容を明らかにし、評価の条件とする。 

イ 評価方法 
「地域環境管理計画」に定められる地

域別環境保全水準等を参考に設定する環
境保全目標を評価の指標とし、上述の「環
境への影響の回避・低減の観点」の内容
及び計画地周辺の地域特性を勘案して評
価する。 
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２ 土 

2.1 土壌汚染 

項 目 調 査 

土土
壌
汚
染

(1) 調査項目 

計画地及びその周辺における地歴の状況等を把握し、予測及び評価を行うための資

料を得ることを目的として、以下の項目について調査する。 

① 地歴の状況 

② 土壌汚染の状況 

③ 地形、地質等の状況 

④ 土壌汚染の発生源の状況 

⑤ 関係法令等による基準等 

(2) 調査地域 

計画地及びその周辺とする。 

(3) 調査方法等 

① 地歴の状況 

過去の土地利用図及び履歴等の既存資料を整理する。 

② 土壌汚染の状況 

計画地内で実施した土壌汚染調査結果等の既存資料を整理する。 

③ 地形、地質等の状況 

「地形図」等の既存資料を整理する。 

④ 土壌汚染の発生源の状況 

計画地内で実施した土壌汚染調査結果等の既存資料を整理する。 

⑤ 関係法令等による基準等 

以下に示す関係法令等の内容を整理する。 

・環境基本法 

・土壌汚染対策法（平成14年５月、法律第53号） 

・ダイオキシン類対策特別措置法（平成11年12月、環境庁告示第68号） 

・川崎市公害防止等生活環境の保全に関する条例 

・地域環境管理計画に定められる地域別環境保全水準 
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(4) 予測及び評価項目 

＜工事中＞ 

① 汚染のおそれのある土壌の内容及びその処理・処分方法 

(5) 予測方法等 

＜工事中＞ 

① 汚染のおそれのある土壌の内容及びその

処理・処分方法 

ア 予測地域・予測地点 

計画地内の土地の形質変更を行う範囲

とする。 

イ 予測時期 

掘削工事中とする。 

ウ 予測方法 

計画地内で実施した土壌汚染調査結果

及び施工計画の内容に基づき、汚染のお

それのある土壌の内容及びその処理・処

分方法を予測する。 

(6) 評価方法等 

＜工事中＞ 

① 汚染のおそれのある土壌の内容及びその

処理・処分方法 

ア 環境への影響の回避・低減の観点 

汚染のおそれのある土壌の処理・処分

方法等について、その内容を明らかにし、

評価の条件とする。 

イ 評価方法 

「地域環境管理計画」に定められる地

域別環境保全水準等を参考に設定する環

境保全目標を評価の指標とし、上述の「環

境への影響の回避・低減の観点」の内容

及び計画地周辺の地域特性を勘案して評

価する。 

【参考資料】 

◆地域環境管理計画に定められる地域別環境保全水準 

・環境基準設定物質：環境基準を超えないこと。かつ、現状を悪化させないこと。 

・特 定 有 害 物 質：人の健康の保護の観点からみて必要な水準を超えないこと。 

・上 記 以 外 の 物 質：生活環境の保全に支障のないこと。 
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表7.2.1-1 土壌の汚染に係る環境基準 

項 目 環境上の条件 

カドミウム 検液 1Lにつき 0.01mg 以下であり、かつ、農用地においては、米 1kgにつき 0.4

㎎以下であること。 

全シアン 検液中に検出されないこと。 

有機燐（りん） 検液中に検出されないこと。 

鉛 検液 1L につき 0.01mg 以下であること。 

六価クロム 検液 1L につき 0.05mg 以下であること。 

砒（ひ）素 検液 1L につき 0.01mg 以下であり、かつ、農用地（田に限る。）においては、

土壌 1kg につき 15mg 未満であること。 

総水銀 検液 1L につき 0.0005mg 以下であること。 

アルキル水銀 検液中に検出されないこと。 

ＰＣＢ 検液中に検出されないこと。 

銅 農用地（田に限る。）において、土壌 1kg につき 125mg 未満であること。 

ジクロロメタン 検液 1L につき 0.02mg 以下であること。 

四塩化炭素 検液 1L につき 0.002mg 以下であること。 

1,2-ジクロロエタン 検液 1L につき 0.004mg 以下であること。 

1,1-ジクロロエチレン 検液 1L につき 0.1mg 以下であること。 

シス-1,2-ジクロロエチレン 検液 1L につき 0.04mg 以下であること。 

1,1,1-トリクロロエタン 検液 1L につき 1mg 以下であること。 

1,1,2-トリクロロエタン 検液 1L につき 0.006mg 以下であること。 

トリクロロエチレン 検液 1L につき 0.03mg 以下であること。 

テトラクロロエチレン 検液 1L につき 0.01mg 以下であること。 

1,3-ジクロロプロペン 検液 1L につき 0.002mg 以下であること。 

チウラム 検液 1L につき 0.006mg 以下であること。 

シマジン 検液 1L につき 0.003mg 以下であること。 

チオベンカルブ 検液 1L につき 0.02mg 以下であること。 

ベンゼン 検液 1L につき 0.01mg 以下であること。 

セレン 検液 1L につき 0.01mg 以下であること。 

ふっ素 検液 1L につき 0.8mg 以下であること。 

ほう素 検液 1L につき 1mg 以下であること。 

備 考 

カドミウム、鉛、六価クロム、砒（ひ）素、総水銀、セレン、ふっ素及びほう素に係る環境上の条件のうち

検液中濃度に係る値にあっては、汚染土壌が地下水面から離れており、かつ、原状において当該地下水中の

これらの物質の濃度がそれぞれ地下水１Ｌにつき 0.01mg、0.01mg、0.05mg、0.01mg、 

0.0005mg、0.01mg、0.8mg 及び１mg を超えていない場合には、それぞれ検液１Ｌにつき 0.03mg、0.03mg、 

0.15mg、0.03mg、0.0015mg、0.03mg、2.4mg 及び３mg とする。 

資料：「川崎市環境影響評価等技術指針」（平成 28 年１月改訂、川崎市） 

表7.2.1-2 ダイオキシン類対策特別措置法に定める土壌に係る環境基準 

項 目 土壌に係る環境基準 

ダイオキシン類 1,000pg-TEQ/g 以下 

資料：「川崎市環境影響評価等技術指針」（平成 28 年１月改訂、川崎市） 
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表7.2.1-3 土壌汚染対策法に定める指定区域の指定基準 

特定有害物質 溶出量基準 含有量基準 

カドミウム及びその化合物 0.01mg/L 以下 150mg/kg 以下 
シアン化合物 検出されないこと。 （遊離シアン）50mg/kg 以下 
有機燐及びその化合物 検出されないこと。 － 
鉛及びその化合物 0.01mg/L 以下 150mg/kg 以下 
六価クロム及びその化合物 0.05mg/L 以下 250mg/kg 以下 
砒素及びその化合物 0.01mg/L 以下 150mg/kg 以下 
水銀及びその化合物 0.0005mg/L 以下 15mg/kg 以下 
アルキル水銀 検出されないこと。 － 
PCB 検出されないこと。 － 
ジクロロメタン 0.02mg/L 以下 － 
四塩化炭素 0.002mg/L 以下 － 
1,2-ジクロロエタン 0.004mg/L 以下 － 
1,1-ジクロロエチレン 0.1mg/L 以下 － 
シス-1,2-ジクロロエチレン 0.04mg/L 以下 － 
1,1,1-トリクロロエタン 1mg/L 以下 － 
1,1,2-トリクロロエタン 0.006mg/L 以下 － 
トリクロロエチレン 0.03mg/L 以下 － 
テトラクロロエチレン 0.01mg/L 以下 － 
1,3-ジクロロプロペン 0.002mg/L 以下 － 
チウラム 0.006mg/L 以下 － 
シマジン 0.003mg/L 以下 － 
チオベンカルブ 0.02mg/L 以下 － 
ベンゼン 0.01mg/L 以下 － 
セレン及びその化合物 0.01mg/L 以下 150mg/kg 以下 
ふっ素及びその化合物 0.8mg/L 以下 4,000mg/kg 以下 
ほう素及びその化合物 1mg/L 以下 4,000mg/kg 以下 

資料：「川崎市環境影響評価等技術指針」（平成 28 年１月改訂、川崎市） 

表7.2.1-4 川崎市公害防止等生活環境の保全に関する条例に定める規制基準 

特定有害物質等の種類 溶出量基準値 含有量基準値 

カドミウム及びその化合物 検液1Lにつきカドミウムとして0.01mg 土壌1kgにつきカドミウムとして150mg 
シアン化合物 検液中に検出されないこと。 土壌 1kg につき遊離シアンとして 50mg 
有機燐化合物（パラチオン、
メチルパラチオン、メチルジ
メトン及び EPN に限る。） 

検液中に検出されないこと。 － 

鉛及びその化合物 検液 1L につき鉛として 0.01mg 土壌 1kg につき鉛として 150mg 
六価クロム化合物 検液1Lにつき六価クロムとして0.05mg 土壌1kgにつき六価クロムとして250mg 
砒素及びその化合物 検液 1L につき砒素として 0.01mg 土壌 1kg につき砒素として 150mg 
水銀及びアルキル水銀 
その他の水銀化合物 

検液 1L につき水銀として 0.0005mg 土壌 1kg につき水銀として 15mg 

アルキル水銀化合物 検液中に検出されないこと。 － 
PCB 検液中に検出されないこと。 － 
トリクロロエチレン 検液 1L につき 0.03mg － 
テトラクロロエチレン 検液 1L につき 0.01mg － 
ジクロロメタン 検液 1L につき 0.02mg － 
四塩化炭素 検液 1L につき 0.002mg － 
1,2-ジクロロエタン 検液 1L につき 0.004mg － 
1,1-ジクロロエチレン 検液 1L につき 0.1mg － 
シス-1,2-ジクロロエチレン 検液 1L につき 0.04mg － 
1,1,1-トリクロロエタン 検液 1L につき１mg － 
1,1,2-トリクロロエタン 検液 1L につき 0.006mg － 
1,3-ジクロロプロペン 検液 1L につき 0.002mg － 
チウラム 検液 1L につき 0.006mg － 
シマジン 検液 1L につき 0.003mg － 
チオベンカルブ 検液 1L につき 0.02mg － 
ベンゼン 検液 1L につき 0.01mg － 
セレン及びその化合物 検液 1L につきセレンとして 0.01mg 土壌 1kg につきセレンとして 150mg 
ほう素及びその化合物 検液 1L につきほう素として 1mg 土壌 1kg につきほう素として 4,000mg 
ふっ素及びその化合物 検液 1L につきふっ素として 0.8mg 土壌 1kg につきふっ素として 4,000mg 

ダイオキシン類 － 
土壌 1g につきダイオキシン類とし
て 1,000pg 

資料：「川崎市環境影響評価等技術指針」（平成 28 年１月改訂、川崎市） 
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３ 緑 

3.1 緑の質 

項 目 調 査 

緑緑
の
質

(1) 調査項目 

計画地及びその周辺における現存植生状況及び生育状況等を把握し、予測及び評価

を行うための資料を得ることを目的として、以下の項目について調査する。なお、本

事業では植栽基盤の下層まで必要土壌量以上の客土を行うことから、植栽土壌の調査

は行わない。 

① 現存植生状況及び生育状況 

② 周辺地域の生育木 

③ 植栽予定樹種 

④ 潜在自然植生 

⑤ 生育環境 

⑥ 土地利用の状況 

⑦ 関係法令等による基準等 

(2) 調査地域 

計画地及びその周辺とする。 

(3) 調査方法等 

① 現存植生状況及び生育状況 

ア 調査地点

計画地内とする。 

イ 調査期間・調査時期

現存植生状況及び生育状況が適切に把握できる時期（１季×１回）に実施する。 

ウ 調査方法 

現存植生状況は、現地踏査により把握する。 

生育木状況は、樹種、樹高、本数等を記録するとともに、樹木活力度を調査する。

樹木活力度は、「造園施工管理 技術編（改訂25版）」（平成17年５月、(社)日本公

園緑地協会）に示す８項目（樹勢、樹形、枝の伸長量、枝葉の密度、葉形、葉の大き

さ、葉色、ネクロシス）について項目ごとの判断基準（表7.3.1-1参照）に基づき調

査し、「自然環境アセスメント指針」（平成２年１月、(社)環境情報科学センター）

に示す算定方法（表7.3.1-2参照）及び判定基準（表7.3.1-3参照）に基づき樹木活力

度を判定する。 

② 周辺地域の生育木 

ア 調査地点

調査地点は図7.3.1-1に示すとおり、計画地と同様の立地環境と考えられる計画地

周辺の４つの公園（東町公園、稲毛公園、東田公園、富士見公園）とする。 

イ 調査期間・調査時期

周辺地域の生育木の状況が適切に把握できる時期（１季×１回）に実施する。 

ウ 調査方法 

「① 現存植生状況及び生育状況」と同様とする。 

③ 植栽予定樹種 

緑化計画の内容を整理する。 
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 予 測 評 価 

(4) 予測及び評価項目 

＜供用時＞ 

① 植栽予定樹種の環境適合性、植栽基盤の必要土壌量 

(5) 予測方法等 

＜供用時＞ 

① 植栽予定樹種の環境適合性、植栽基盤の

必要土壌量 

ア 予測地域・予測地点 

計画地内とする。 

イ 予測時期 

計画建築物等の工事完了後とする。 

ウ 予測方法 

植栽予定樹種の環境適合性は、計画地

及びその周辺における生育木の活力度調

査結果、既存資料調査から把握した潜在

自然植生及び「川崎市緑化指針」（平成27

年10月一部改正、川崎市）の記載樹種を

参考に、植栽予定樹種の環境適合性を予

測する。 

植栽基盤の必要土壌量は、緑化計画の

内容を踏まえ、「川崎市緑化指針」を参

考に植栽基盤の必要土壌量を予測する。 

(6) 評価方法等 

＜供用時＞ 

① 植栽予定樹種の環境適合性、植栽基盤の

必要土壌量 

ア 環境への影響の回避・低減の観点 

緑化計画及び緑の回復育成の内容を明

らかにし、評価の条件とする。 

イ 評価方法 

「地域環境管理計画」に定められる地

域別環境保全水準等を参考に設定する環

境保全目標を評価の指標とし、上述の「環

境への影響の回避・低減の観点」の内容

及び計画地周辺の地域特性を勘案して評

価する。 
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項 目 調 査 

緑緑
の
質

④ 潜在自然植生 

「川崎市および周辺の植生－環境保全と環境保全林創造に対する植生学的研究－」

（昭和56年３月、横浜植生学会）等の既存資料を整理する。 

⑤ 生育環境 

「土地分類基本調査（垂直調査）」（国土交通省ホームページ）等の既存資料を整

理するとともに、現地踏査により把握する。 

⑥ 土地利用の状況 

「土地利用現況図」等の既存資料を整理する。 

⑦ 関係法令等による基準等 

以下に示す関係法令等の内容を整理する。 

・川崎市緑の保全及び緑化の推進に関する条例（平成11年12月、条例第49号） 

・川崎市緑の基本計画（平成20年３月改定、川崎市） 

・第３期 川崎市緑の実施計画（平成26年５月、川崎市） 

・川崎市緑化指針 

・川崎市環境基本計画（平成23年３月改定、川崎市）に定められている環境要素の目標

・地域環境管理計画に定められる地域別環境保全水準 
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【参考資料】 

◆地域環境管理計画に定められる地域別環境保全水準 

・植栽樹種の適合性、植栽基盤（質・厚さ）：緑の適切な回復育成を図ること。 

○樹木活力度の調査項目及び判断基準 

表7.3.1-1 樹木活力度の調査項目及び判断基準 

判断基準

調査項目 

1. 良好、正常な

もの 

2. 普通、正常に

近いもの 

3. 悪化のかな

り進んだもの 

4. 顕著に悪化

しているもの 

1. 樹 勢 生育旺盛なもの 多少影響はある

が、あまり目立

たない程度 

異常が一目で分

かる程度 

生育劣弱で、回

復の見込みなし

とみられるもの 

2. 樹 形 自然樹形を保つ

もの 

一部に幾分の乱

れはあるが、本

来の形に近いも

の 

自然樹形の崩壊

がかなり進んだ

もの 

自然樹形が全く

崩壊し、奇形化

しているもの 

3. 枝の伸長量 正常 幾分少ないが、

それほど目立た

ない 

枝は短小となり

細い 

枝は極度に短小

し、しょうが状

の節間がある 

4. 枝葉の密度 正常、枝および

葉の密度のバラ

ンスがとれてい

る 

普通、1 に比べて

やや劣る 

やや疎 枯枝が多く、葉

の発生が少ない 

密度が著しく疎 

5. 葉 形 正常 少しゆがみがあ

る 

変形が中程度 変形が著しい 

6. 葉の大きさ 正常 幾分小さい 中程度に小さい 著しく小さい 

7. 葉 色 正常 やや異常 かなり異常 著しく異常 

8. ネクロシス注 1) なし わずかにある かなり多い 著しく多い 
注 1)ネクロシス：壊死（細胞や組織が部分的に死滅すること） 

注 2)８つの調査項目以外に、「萌芽期」、「落葉状況」、「紅(黄)葉状況」、「開花状況」の４項目に

ついても挙げられているが、調査時期によって状況把握が困難であるため、本調査では除外する。 

資料：「造園施工管理 技術編（改訂 25 版）」（平成 17 年５月、(社)日本公園緑地協会） 
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○樹木活力度指数の算定方法 

表7.3.1-2 樹木活力度指数の算定方法 

単木の場合 特定樹種の場合

Ｙ＝∑Ｘｉ／ｎ Ｙ＝∑Ｙｉ／ｍ

Ｙ：樹木活力度指数

Ｘｉ：調査項目別指数

ｎ：調査項目数

Ｙ：特定樹種の平均活力度指数

Ｙｉ：樹木活力度指数

ｍ：特定樹種の調査本数
資料：「自然環境アセスメント指針」（平成２年１月、(社)環境情報科学センター） 

○樹木活力度の判定基準 

表7.3.1-3 樹木活力度の判定基準 

判 定 Ａ Ｂ Ｃ Ｄ 

指 数 1.00～1.75 1.76～2.50 2.51～3.25 3.26～4.00 

状 態 良好、正常なもの 
普通、正常に近い

もの 

悪化のかなり進ん

だもの 

顕著に悪化してい

るもの 
資料：「自然環境アセスメント指針」（平成２年１月、(社)環境情報科学センター） 
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3.2 緑の量 

項 目 調 査 

緑緑
の
量

(1) 調査項目 

計画地及びその周辺における緑被の状況等を把握し、予測及び評価を行うための資

料を得ることを目的として、以下の項目について調査する。 

① 緑被の状況 

② 緑化計画 

③ 生育環境 

④ 土地利用の状況 

⑤ 関係法令等による基準等 

(2) 調査地域 

計画地及びその周辺とする。 

(3) 調査方法等 

① 緑被の状況 

ア 調査地点

計画地内とする。 

イ 調査期間・調査時期

緑被の状況が適切に把握できる時期（１季×１回）に実施する。 

ウ 調査方法 

現地踏査により把握する。なお、「川崎市環境影響評価等技術指針」に示される緑

度の区分及び指数（表7.3.2-2参照）、平均緑度算定式から平均緑度を算定する。 

② 緑化計画 

緑化計画の内容を整理する。 

③ 生育環境 

「土地分類基本調査（垂直調査）」等の既存資料を整理するとともに、現地踏査に

より把握する。 

④ 土地利用の状況 

「土地利用現況図」等の既存資料を整理する。 

⑤ 関係法令等による基準等 

以下に示す関係法令等の内容を整理する。 

・川崎市緑の保全及び緑化の推進に関する条例 

・川崎市緑の基本計画 

・第３期 川崎市緑の実施計画 

・川崎市緑化指針 

・川崎市環境基本計画に定められている環境要素の目標 

・川崎市環境影響評価等技術指針に定められている平均緑度係数 

・地域環境管理計画に定められる地域別環境保全水準 
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 予 測 評 価 

(4) 予測及び評価項目 

＜供用時＞ 

① 緑被の変化及び全体の緑の構成 

(5) 予測方法等 

＜供用時＞ 

① 緑被の変化及び全体の緑の構成 

ア 予測地域・予測地点 

計画地内とする。 

イ 予測時期 

計画建築物等の工事完了後とする。 

ウ 予測方法 

緑被の変化は、緑化計画における緑被

面積及び緑被率（指定開発行為に係る面

積に対する緑化面積の割合）を示し、「川

崎市環境影響評価等技術指針」に基づき

算定される緑被率（目標値）と対比する。

なお、緑被面積は、「川崎市緑化指針」

に定める緑化面積の考え方に基づき算定

する。 

全体の緑の構成（樹木本数）は、緑化

計画における植栽予定本数を示し、「川

崎市緑化指針」に基づき算定される緑の

量的水準（標準植栽本数）と対比する。 

(6) 評価方法等 

＜供用時＞ 

① 緑被の変化及び全体の緑の構成 

ア 環境への影響の回避・低減の観点 

緑化計画及び緑の回復育成の内容を明

らかにし、評価の条件とする。 

イ 評価方法 

「地域環境管理計画」に定められる地

域別環境保全水準等を参考に設定する環

境保全目標を評価の指標とし、上述の「環

境への影響の回避・低減の観点」の内容

及び計画地周辺の地域特性を勘案して評

価する。 
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【参考資料】 

◆地域環境管理計画に定められる地域別環境保全水準 

・緑被、緑の構成：緑の適切な回復育成を図ること。 

○緑被の算定 

地域別環境保全水準の具体的数値として、「川崎市環境影響評価等技術指針」にお

いて、緑被率（指定開発行為に係る面積に占める緑被面積の割合）の算定式が記載さ

れている。 

緑被率の算定式 

（Ａ×α＋Ｂ×β＋Ａ×Ｇ’）/Ａ×100 

Ａ ：指定開発行為に係る面積 

α ：0.06（ただし、法令等により、公園、緑地等を設置しない場合はα＝０とする。） 

Ｂ ：指定開発行為に係る面積から公園、緑地等の面積を除いたもの（Ａ－（Ａ×α）） 

β ：指定開発行為の種類ごとに定める数値（表 7.3.2-1 参照） 

Ｇ’：平均緑度係数（表 7.3.2-3 参照） 

資料：「川崎市環境影響評価等技術指針」（平成 28 年１月改訂、川崎市） 

表7.3.2-1 指定開発行為の種類ごとに定める数値（β） 

指定開発行為の種類 地 区 β 

高層建築物の新設 第１種 0.1 

大規模建築物の新設 第２種 0.1 

注）本事業に該当する指定開発行為の種類、地区のみを抜粋した。 

資料：「川崎市環境影響評価等技術指針」（平成 28 年１月改訂、川崎市） 
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○平均緑度（Ｌ．Ｇ）の算定 

「川崎市環境影響評価等技術指針」に示される算定式に基づき平均緑度（Ｌ．Ｇ）

を算定し、表7.3.2-2から対応する平均緑度係数（Ｇ’）を求める。 

平均緑度（Ｌ．Ｇ）の算定式 

平均緑度（Ｌ．Ｇ）＝Σ（Ｇ×ａ）/Ａ （小数点以下第２位を四捨五入する。） 

Ｇ：緑度の区分ごとの指数（表 7.3.2-2 参照） 

ａ：緑度の区分ごとの面積 

Ａ：指定開発行為に係る面積 

表7.3.2-2 緑度の区分及び指数 

指数（Ｇ） 緑度の区分 

５ すぐれた自然植生及びそれとほぼ同等の価値をもつ植生地 

４ よく成育した植生地（二次林、植林、竹林） 

３ やや成育が進んだ植生地（二次林、伐採跡地、耕地、果樹園） 

２ 貧弱な植生地 

１ 人工的な環境又は緑が極めて少ない裸地等 
備 考 

指数５の「すぐれた自然植生及びそれとほぼ同等の価値をもつ植生地」とは、すぐれた自然植生地及びそれ

とほぼ同等の価値をもつ自然的植生地で、あわせて一定規模の面積を有し、かつ良好な植生状態が

形成されているもの。 

 例として、シラカシ林、スジダイ林、ケヤキ林等 

指数４の「良く成育した植生地（二次林、植林、竹林）」とは、良く成育した半自然的あるいは二次的植生地

で、これを構成する樹種の樹高が概ね 10ｍ以上で、良好な植生状態が維持されているもの。 

 例として、コナラ林、スギ林、サワラ林、モウソウチク林、マダケ林、屋敷林等 

指数３の「やや成育が進んだ植生地（二次林、伐採跡地、耕地、果樹園）」とは、やや成育が進んだ二次的植

生地で、これを構成する樹種の樹高が概ね 10ｍ以下で、多少とも良好な植生状態が維持されている

もの。 

 例として、指数４に示す林のほか、伐採跡地、耕作地、果樹園等 

指数２の「貧弱な植生地」とは、植生状態が貧弱な二次的植生地。 

    例として、アズマネザサ群落、ススキ草原、クズ草原、水田放棄地等 

指数１の「人工的な環境又は緑地が極めて少ない裸地」とは、人工的な環境又は緑地が極めて少ない土地。 

 例として、荒地、裸地、造成地、崩壊地等 

資料：「川崎市環境影響評価等技術指針」（平成 28 年１月改訂、川崎市） 

表7.3.2-3 平均緑度係数（Ｇ’） 

平均緑度（Ｌ．Ｇ） 5.0～4.0 3.9 3.8 3.7 3.6 3.5 3.4 3.3 3.2 

平均緑度係数（Ｇ’） 0.25 0.24 0.23 0.22 0.21 0.20 0.19 0.18 0.17 

3.1 3.0 2.9 2.8 2.7 2.6 2.5 2.4 2.3 2.2 2.1 2.0～1.0 

0.16 0.15 0.14 0.13 0.12 0.11 0.10 0.09 0.08 0.07 0.06 0.05 

資料：「川崎市環境影響評価等技術指針」（平成 28 年１月改訂、川崎市） 
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４ 騒音・振動・低周波音 

4.1 騒 音 

項 目 調 査 

騒
音
・
振
動
・
低
周
波
音

騒

音

(1) 調査項目 

計画地及びその周辺における騒音の状況等を把握し、予測及び評価を行うための資

料を得ることを目的として、以下の項目について調査する。 

① 騒音の状況 

② 地形及び工作物の状況 

③ 土地利用の状況 

④ 発生源の状況 

⑤ 自動車交通量等の状況 

⑥ 関係法令等による基準等 

(2) 調査地域 

計画地及びその周辺とする。 

(3) 調査方法等 

① 騒音の状況 

ア 既存資料調査 

「環境局事業概要－公害編－」等の既存資料を整理する。 

イ 現地調査 

(ｱ) 調査地点 

調査地点は図 7.4.1-1 に示すとおり、環境騒音の調査地点は２地点（Ａ、Ｂ）、道

路交通騒音の調査地点は工事用車両及び施設関連車両の主な走行経路上の道路沿道

の３地点（№1～№3）とする。 

(ｲ) 調査期間・調査時間帯 

騒音の状況が適切に把握できる時期（平日×１回）に実施する。 

(ｳ) 調査方法 

「騒音に係る環境基準について」（平成10年９月、環境庁告示第64号）に定める測

定方法に基づき、JIS C 1509に定められたサウンドレベルメーターを用いて、JIS 

Z 8731に規定する「環境騒音の表示・測定方法」に準拠して測定する。 

② 地形及び工作物の状況 

「地形図」等の既存資料を整理する。 

③ 土地利用の状況 

「土地利用現況図」等の既存資料を整理する。 

④ 発生源の状況 

「土地利用現況図」等の既存資料を整理する。 

⑤ 自動車交通量等の状況 

「７ 地域社会 7.1 地域交通（交通混雑・交通安全）」と同様とする。 
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 予 測 評 価 

(4) 予測及び評価項目 

＜工事中＞ 

① 建設機械の稼働による騒音の影響 

② 工事用車両の走行による騒音の影響 

＜供用時＞ 

③ 施設関連車両の走行による騒音の影響 

④ 冷暖房施設等の設置による騒音の影響 

(5) 予測方法等 

＜工事中＞ 

① 建設機械の稼働による騒音の影響 

ア 予測地域・予測地点 

計画地の敷地境界から100ｍ程度の範

囲とする。予測高さは、地上1.2ｍとする。

イ 予測時期 

建設機械の稼働が最大（建設機械のパ

ワーレベルの合成値が最大）となる時期

とする。 

ウ 予測方法 

(社)日本音響学会が提案する予測式

（ASJ CN-Model 2007）を用いて予測する。

② 工事用車両の走行による騒音の影響 

ア 予測地域・予測地点 

予測地域は、工事用車両の主な走行経路

上の道路端から50ｍ程度の範囲とする。 

予測地点は図7.4.1-2に示すとおり、工

事用車両の主な走行経路上の２地点（№1、

№2）における沿道の道路端とする。予測

高さは、地上1.2ｍとする。 

イ 予測時期 

工事用車両（大型車）の走行台数が最

大となる時期とする。 

ウ 予測方法 

(一社)日本音響学会が提案する予測式

（ASJ RTN-Model 2013）を用いて予測する。

(6) 評価方法等 

＜工事中＞ 

① 建設機械の稼働による騒音の影響 

ア 環境への影響の回避・低減の観点 

建設機械の稼働による騒音の影響を低

減させる対策について、その内容を明ら

かにし、評価の条件とする。 

イ 評価方法 

「地域環境管理計画」に定められる地

域別環境保全水準等を参考に設定する環

境保全目標を評価の指標とし、上述の「環

境への影響の回避・低減の観点」の内容

及び計画地周辺の地域特性を勘案して評

価する。 

② 工事用車両の走行による騒音の影響 

ア 環境への影響の回避・低減の観点 

工事用車両の走行による騒音の影響を

低減させる対策について、その内容を明

らかにし、評価の条件とする。 

イ 評価方法 

「地域環境管理計画」に定められる地

域別環境保全水準等を参考に設定する環

境保全目標を評価の指標とし、上述の「環

境への影響の回避・低減の観点」の内容

及び計画地周辺の地域特性を勘案して評

価する。 
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項 目 調 査 

騒
音
・
振
動
・
低
周
波
音

騒

音

⑥ 関係法令等による基準等 

以下に示す関係法令等の内容を整理する。 

・環境基本法 

・騒音規制法（昭和43年６月、法律第98号） 

・川崎市公害防止等生活環境の保全に関する条例 

・地域環境管理計画に定められる地域別環境保全水準 

【参考資料】 

◆地域環境管理計画に定められる地域別環境保全水準 

・建設工事に係る騒音：生活環境の保全に支障のないこと。 

表7.4.1-1 特定建設作業に係る騒音の規制基準 

騒音の 

大きさ 

作業時間 １日当たりの作業時間 同一場所 

における 

作業時間 

作業時間 
第１号区域 第２号区域 第１号区域 第２号区域 

85dB を超え

ないこと 

午後７時か

ら翌日午前

７時までの

時間内でな

いこと 

午後 10 時か

ら翌日午前

６時までの

時間内でな

いこと 

10 時間を超

えないこと 

14 時間を超

えないこと 

連 続 ６ 日 を

超 え な い こ

と 

日曜日その

他の休日で

はないこと 

備 考 

１ 第１号区域：第１種・第２種低層住居専用地域、第１種・第２種中高層住居専用地域、第１種・第２種

住居地域、準住居地域、近隣商業地域、商業地域、準工業地域、用途地域が定められていない地域並び

に工業地域のうち、学校教育法第１条に規定する学校、児童福祉法第７条に規定する保育所、医療法第

１条の５第１項に規定する病院及び同条第３項に規定する図書館並びに老人福祉法第５条の３に規定す

る特別養護老人ホームの敷地の境界線からおおむね 80ｍまでの区域 

２ 第２号区域：工業地域のうち、前記に掲げる区域以外の区域 

３ 工業専用地域は除く。 

資料：「川崎市環境影響評価等技術指針」（平成 28 年１月改訂、川崎市） 
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 予 測 評 価 

＜供用時＞ 

③ 施設関連車両の走行による騒音の影響 

ア 予測地域・予測地点 

予測地域は、施設関連車両の主な走行経

路上の道路端から50ｍ程度の範囲とする。

予測地点は図7.4.1-2に示すとおり、施

設関連車両の主な走行経路上の３地点

（№1～№3）における沿道の道路端とす

る。予測高さは、地上1.2ｍとする。 

イ 予測時期 

供用時の事業活動等が定常状態となる

時期とする。 

ウ 予測方法 

「② 工事用車両の走行による騒音の

影響」と同様とする。 

④ 冷暖房施設等の設置による騒音の影響 

ア 予測地域・予測地点 

計画地の敷地境界から100ｍ程度の範

囲とする。予測高さは、原則、地上1.2ｍ

とするが、音源と計画地近隣の建築物の高

さ、配置等を踏まえ、高さ方向の予測につ

いても検討する。 

イ 予測時期 

供用時の事業活動等が定常状態となる

時期とする。 

ウ 予測方法 

点音源の伝搬理論式を用いて予測す

る。 

＜供用時＞ 

③ 施設関連車両の走行による騒音の影響 

ア 環境への影響の回避・低減の観点 

施設関連車両の走行による騒音の影響

を低減させる対策について、その内容を

明らかにし、評価の条件とする。 

イ 評価方法 

「地域環境管理計画」に定められる地

域別環境保全水準等を参考に設定する環

境保全目標を評価の指標とし、上述の「環

境への影響の回避・低減の観点」の内容

及び計画地周辺の地域特性を勘案して評

価する。 

④ 冷暖房施設等の設置による騒音の影響 

ア 環境への影響の回避・低減の観点 

冷暖房施設等の設置による騒音の影響

を低減させる対策について、その内容を

明らかにし、評価の条件とする。 

イ 評価方法 

「地域環境管理計画」に定められる地

域別環境保全水準等を参考に設定する環

境保全目標を評価の指標とし、上述の「環

境への影響の回避・低減の観点」の内容

及び計画地周辺の地域特性を勘案して評

価する。 
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・道路に係る騒音：環境基準を超えないこと。 

表7.4.1-2 道路に係る騒音の環境基準 

地 域 の 区 分 

基準値（LAeq,T） 

昼  間 

  （午前６時から 

   午後10時まで） 

夜  間 

 （午後10時から 

  翌日午前６時まで） 

Ａ地域のうち２車線以上の車線を有する道

路に面する地域 
60dB 以下 55dB 以下 

Ｂ地域のうち２車線以上の車線を有する道

路に面する地域及びＣ地域のうち車線を有

する道路に面する地域 

65dB 以下 60dB 以下 

備 考 

１ この表において、Ａ地域とは、第一種低層住居専用地域、第二種低層住居専用地域、第一種中高層住居

専用地域、第二種中高層住居専用地域をいう。 

２ この表において、Ｂ地域とは、第一種住居地域、第二種住居地域、準住居地域及びその他の地域をいう。 

３ この表において、Ｃ地域とは、近隣商業地域、商業地域、準工業地域及び工業地域をいう。 

４ この表において、車線とは、１縦列の自動車が安全かつ円滑に走行するために必要な一定の幅員を有す

る帯状の車道部分をいう。この場合において、幹線交通を担う道路に近接する空間については、上表に

かかわらず、特例として、次表の基準値の欄に掲げるとおりとする。 

基 準 値 備考 個別の住居等において騒音の影響を受

けやすい面の窓を主として閉めた生活

が営まれていると認められるときは、

屋内へ透過する騒音に係る基準（昼間

にあっては 45dB 以下、夜間にあって

は 40dB 以下）によることができる。 

昼  間 

  （午前６時から 

   午後10時まで） 

夜  間 

 （午後10時から 

  翌日午前６時まで） 

70dB 以下 65dB 以下 

備 考 

１ 「幹線交通を担う道路」とは、次に掲げる道路をいうものとする。 

・道路法第３条に規定する高速自動車国道、一般国道、都道府県道及び市町村道（市町村道

にあっては４車線以上の区間に限る。） 

・前項に掲げる道路を除くほか、一般自動車道にあって都市計画法施行規則第７条第１項第

１号に定める自動車専用道路 

２ 「幹線交通を担う道路に近接する空間」とは、次の車線数の区分に応じ、道路端からの距離によ

りその範囲を特定するものとする。 

・２車線以下の車線を有する幹線交通を担う道路  15ｍ 

・２車線を超える車線を有する幹線交通を担う道路 20ｍ 

資料：「川崎市環境影響評価等技術指針」（平成 28 年１月改訂、川崎市） 
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・工場等に係る騒音：生活環境の保全に支障のないこと。 

表7.4.1-3 工場等に係る騒音の基準 

時間帯 

地 区 

午前８時から 

午後６時まで 

午前６時から午前８時まで及び 

午後６時から午後11時まで 

午後11時から 

午前６時まで 

第１種 50（55）dB 以下 45（50）dB 以下 40（45）dB 以下 

第２種 65dB 以下 60dB 以下 50dB 以下 

第３種 70（75）dB 以下 65（75）dB 以下 55（65）dB 以下 

備 考 

１ この表において、第１種地区とは都市計画法（昭和 43 年法律第 100 号）第８条第１項第１号の規定によ

り定められた第一種低層住居専用地域、第二種低層住居専用地域、第一種中高層住居専用地域、第二種

中高層住居専用地域、第一種住居地域、第二種住居地域、準住居地域及びその他の地域をいう。 

第１種地区の（ ）内の数値は、第一種住居地域、第二種住居地域、準住居地域及びその他の地域に適

用する。 

２ この表において、第２種地区とは、近隣商業地域、商業地域及び準工業地域をいう。 

３ この表において、第３種地区とは、工業地域及び工業専用地域をいう。 

第３種地区の（ ）内の数値は、工業専用地域に適用する。 

資料：「川崎市環境影響評価等技術指針」（平成 28 年１月改訂、川崎市） 
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4.2 振 動 

項 目 調 査 

騒
音
・
振
動
・
低
周
波
音

振

動

(1) 調査項目 

計画地及びその周辺における振動の状況等を把握し、予測及び評価を行うための資

料を得ることを目的として、以下の項目について調査する。 

① 振動の状況 

② 地盤、地形及び工作物の状況 

③ 土地利用の状況 

④ 発生源の状況 

⑤ 自動車交通量等の状況 

⑥ 関係法令等による基準等 

(2) 調査地域 

計画地及びその周辺とする。 

(3) 調査方法等 

① 振動の状況 

ア 既存資料調査 

「環境局事業概要－公害編－」等の既存資料を整理する。 

イ 現地調査 

(ｱ) 調査地点 

振動の調査地点は図 7.4.1-1 に示したとおり、環境振動の調査地点は２地点（Ａ、

Ｂ）、道路交通振動の調査地点は工事用車両及び施設関連車両の主な走行経路上の道

路沿道の３地点（№1～№3）とする。なお、地盤卓越振動数の調査地点は、川崎府中

線（主要地方道９号）の１地点（№1）とする。 

(ｲ) 調査期間・調査時間帯 

振動の状況が適切に把握できる時期（平日×１回）に実施する。 

(ｳ) 調査方法 

振動は、「振動規制法施行規則」（昭和51年11月、総理府令第58号）に定める測定

方法に基づき、JIS C 1510に定められた振動レベル計を用いて、JIS Z 8735に規定す

る「振動レベルの測定方法」に準拠して測定する。 

地盤卓越振動数は、「道路環境影響評価の技術手法（平成24年度版）」に定める測

定方法に基づき、大型車単独走行時の振動加速度レベルを測定する。 

② 地盤、地形及び工作物の状況 

「地形図」等の既存資料を整理する。 

③ 土地利用の状況 

「土地利用現況図」等の既存資料を整理する。 

④ 発生源の状況 

「土地利用現況図」等の既存資料を整理する。 

⑤ 自動車交通量等の状況 

「７ 地域社会 7.1 地域交通（交通混雑・交通安全）」と同様とする。 
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 予 測 評 価 

(4) 予測及び評価項目 

＜工事中＞ 

① 建設機械の稼働による振動の影響 

② 工事用車両の走行による振動の影響 

＜供用時＞ 

③ 施設関連車両の走行による振動の影響 

(5) 予測方法等 

＜工事中＞ 

① 建設機械の稼働による振動の影響 

ア 予測地域・予測地点 

計画地の敷地境界から100ｍ程度の範

囲とする。予測高さは、地表面とする。 

イ 予測時期 

建設機械の稼働が最大（建設機械の振

動レベルの合成値が最大）となる時期と

する。 

ウ 予測方法 

振動の伝搬理論式を用いて予測する。 

② 工事用車両の走行による振動の影響 

ア 予測地域・予測地点 

予測地域は、工事用車両の主な走行経路

上の道路端から50ｍ程度の範囲とする。 

予測地点は図7.4.1-2に示したとおり、

工事用車両の主な走行経路上の２地点

（№1、№2）における沿道の道路端とする。

予測高さは、地表面とする。 

イ 予測時期 

工事用車両（大型車）の走行台数が最

大となる時期とする。 

ウ 予測方法 

「道路環境影響評価の技術手法（平

成24年度版）」に基づく予測式を用いて

予測する。 

(6) 評価方法等 

＜工事中＞ 

① 建設機械の稼働による振動の影響 

ア 環境への影響の回避・低減の観点 

建設機械の稼働による振動の影響を低

減させる対策について、その内容を明ら

かにし、評価の条件とする。 

イ 評価方法 

「地域環境管理計画」に定められる地

域別環境保全水準等を参考に設定する環

境保全目標を評価の指標とし、上述の「環

境への影響の回避・低減の観点」の内容

及び計画地周辺の地域特性を勘案して評

価する。 

② 工事用車両の走行による振動の影響 

ア 環境への影響の回避・低減の観点 

工事用車両の走行による振動の影響を

低減させる対策について、その内容を明

らかにし、評価の条件とする。 

イ 評価方法 

「地域環境管理計画」に定められる地

域別環境保全水準等を参考に設定する環

境保全目標を評価の指標とし、上述の「環

境への影響の回避・低減の観点」の内容

及び計画地周辺の地域特性を勘案して評

価する。 
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項 目 調 査 

騒
音
・
振
動
・
低
周
波
音

振

動

⑥ 関係法令等による基準等 

以下に示す関係法令等の内容を整理する。 

・振動規制法（昭和51年６月、法律第64号） 

・地域環境管理計画に定められる地域別環境保全水準 

【参考資料】 

◆地域環境管理計画に定められる地域別環境保全水準 

・建設工事に係る振動：生活環境の保全に支障のないこと。 

表7.4.2-1 特定建設作業に係る振動の規制基準

振動の 

大きさ 

作業時間 １日当たりの作業時間 同一場所 

における 

作業時間 

作業時間 
第１号区域 第２号区域 第１号区域 第２号区域 

75dB を超え

ないこと 

午後７時か

ら翌日午前

７時までの

時間内でな

いこと 

午後 10 時か

ら翌日午前

６時までの

時間内でな

いこと 

10 時間を超

えないこと 

14 時間を超

えないこと 

連 続 ６ 日 を

超 え な い こ

と 

日曜日その

他の休日で

はないこと 

備 考 

１ 第１号区域：第１種・第２種低層住居専用地域、第１種・第２種中高層住居専用地域、第１種・第２種

住居地域、準住居地域、近隣商業地域、商業地域、準工業地域、用途地域が定められていない地域並び

に工業地域のうち、学校教育法第１条に規定する学校、児童福祉法第７条に規定する保育所、医療法第

１条の５第１項に規定する病院及び同条第３項に規定する図書館並びに老人福祉法第５条の３に規定す

る特別養護老人ホームの敷地の境界線からおおむね 80ｍまでの区域 

２ 第２号区域：工業地域のうち、前記に掲げる区域以外の区域 

３ 工業専用地域は除く。 

資料：「川崎市環境影響評価等技術指針」（平成 28 年１月改訂、川崎市） 
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 予 測 評 価 

＜供用時＞ 

③ 施設関連車両の走行による振動の影響 

ア 予測地域・予測地点 

予測地域は、施設関連車両の主な走行経

路上の道路端から50ｍ程度の範囲とする。

予測地点は図7.4.1-2に示したとおり、

施設関連車両の主な走行経路上の３地点

（№1～№3）における沿道の道路端とす

る。予測高さは、地表面とする。 

イ 予測時期 

供用時の事業活動等が定常状態となる

時期とする。 

ウ 予測方法 

「② 工事用車両の走行による振動の

影響」と同様とする。 

＜供用時＞ 

③ 施設関連車両の走行による振動の影響 

ア 環境への影響の回避・低減の観点 

施設関連車両の走行による振動の影響

を低減させる対策について、その内容を

明らかにし、評価の条件とする。 

イ 評価方法 

「地域環境管理計画」に定められる地

域別環境保全水準等を参考に設定する環

境保全目標を評価の指標とし、上述の「環

境への影響の回避・低減の観点」の内容

及び計画地周辺の地域特性を勘案して評

価する。 

・道路に係る振動：生活環境の保全に支障のないこと。 

表7.4.2-2 道路交通振動に係る要請限度 

時間帯 

区域の区分 

昼 間 

（午前８時から午後７時まで） 

夜 間 

（午後７時から午前８時まで） 

第一種区域 65dB 以下 60dB 以下 

第二種区域 70dB 以下 65dB 以下 

備 考 

１ 第一種区域：良好な住居の環境を保全するため、特に静穏の保持を必要とする区域及び住居の用に供さ

れているため、静穏の保持を必要とする区域 

２ 第二種区域：住居の用に併せて商業、工業等の用に供されている区域であって、その区域内の住民の生

活環境を保全するため、振動の発生を防止する必要がある区域及び主として工業等の用に供されている

区域であって、その区域内の住民の生活環境を悪化させないため、著しい振動の発生を防止する必要が

ある区域 

３ 工業専用地域は除く。 

資料：「川崎市環境影響評価等技術指針」（平成 28 年１月改訂、川崎市） 
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５ 廃棄物等 

5.1 一般廃棄物 

項 目 調 査 

廃
棄
物
等

一
般
廃
棄
物

(1) 調査項目 

計画地及びその周辺における一般廃棄物の状況等を把握し、予測及び評価を行うた

めの資料を得ることを目的として、以下の項目について調査する。 

① 一般廃棄物の状況 

② 関係法令等による基準等 

(2) 調査地域 

計画地及びその周辺とする。 

(3) 調査方法等 

① 一般廃棄物の状況 

「環境局事業概要－廃棄物編－」（川崎市）等の既存資料を整理する。 

② 関係法令等による基準等 

以下に示す関係法令等の内容を整理する。 

・廃棄物の処理及び清掃に関する法律（昭和45年12月、法律第137号） 

・川崎市廃棄物の処理及び再生利用等に関する条例（平成４年12月、条例第51号）

・川崎市一般廃棄物処理基本計画（平成28年３月、川崎市） 

・地域環境管理計画に定められる地域別環境保全水準 
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 予 測 評 価 

(4) 予測及び評価項目 

＜供用時＞ 

① 供用時に発生する一般廃棄物の種類、発生量及びその処理・処分方法 

(5) 予測方法等 

＜供用時＞ 

① 供用時に発生する一般廃棄物の種類、発

生量及びその処理・処分方法 

ア 予測地域・予測地点 

計画地内とする。 

イ 予測時期 

供用時の事業活動等が定常状態となる

時期とする。 

ウ 予測方法 

廃棄物処理計画等の内容を踏まえ、供

用時に発生する一般廃棄物の種類、発生

量及びその処理・処分方法を予測する。 

(6) 評価方法等 

＜供用時＞ 

① 供用時に発生する一般廃棄物の種類、発

生量及びその処理・処分方法 

ア 環境への影響の回避・低減の観点 

供用時に発生する一般廃棄物の処理・

処分方法等について、その内容を明らか

にし、評価の条件とする。 

イ 評価方法 

「地域環境管理計画」に定められる地

域別環境保全水準等を参考に設定する環

境保全目標を評価の指標とし、上述の「環

境への影響の回避・低減の観点」の内容

及び計画地周辺の地域特性を勘案して評

価する。 

【参考資料】 

◆地域環境管理計画に定められる地域別環境保全水準 

・生活環境の保全に支障のないこと。 
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5.2 産業廃棄物 

項 目 調 査 

廃
棄
物
等

産
業
廃
棄
物

(1) 調査項目 

計画地及びその周辺における産業廃棄物の状況等を把握し、予測及び評価を行うた

めの資料を得ることを目的として、以下の項目について調査する。 

① 産業廃棄物の状況 

② 撤去建築物の状況 

③ 関係法令等による基準等 

(2) 調査地域 

計画地及びその周辺とする。 

(3) 調査方法等 

① 産業廃棄物の状況 

「第６次川崎市産業廃棄物処理指導計画（平成28年度～平成32年度）」（平成28年

４月、川崎市）等の既存資料を整理する。 

② 撤去建築物の状況 

撤去建築物（本庁舎基礎部分及び第２庁舎）の設計図書等を整理する。 

③ 関係法令等による基準等 

以下に示す関係法令等の内容を整理する。 

・廃棄物の処理及び清掃に関する法律 
・資源の有効な利用の促進に関する法律（平成３年４月、法律第48号） 
・建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律（平成12年５月、法律第104号） 
・建設廃棄物処理指針（平成23年３月、環境省） 
・建設副産物適正処理推進要綱（平成14年５月改正、国土交通省） 
・建設廃棄物の適正管理の手引き（平成24年４月、川崎市） 
・川崎市廃棄物の処理及び再生利用等に関する条例 
・地域環境管理計画に定められる地域別環境保全水準 
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 予 測 評 価 

(4) 予測及び評価項目 

＜工事中＞ 

① 工事中に発生する産業廃棄物の種類、発生量及びその処理・処分方法 

(5) 予測方法等 

＜工事中＞ 

① 工事中に発生する産業廃棄物の種類、発

生量及びその処理・処分方法 

ア 予測地域・予測地点 

計画地内とする。 

イ 予測時期 

工事期間全体とする。 

ウ 予測方法 

施工計画等の内容を踏まえ、工事中に

発生する産業廃棄物の種類、発生量及び

その処理・処分方法を予測する。 

(6) 評価方法等 

＜工事中＞ 

① 工事中に発生する産業廃棄物の種類、発

生量及びその処理・処分方法 

ア 環境への影響の回避・低減の観点 

工事中に発生する産業廃棄物の処理・

処分方法等について、その内容を明らか

にし、評価の条件とする。 

イ 評価方法 

「地域環境管理計画」に定められる地

域別環境保全水準等を参考に設定する環

境保全目標を評価の指標とし、上述の「環

境への影響の回避・低減の観点」の内容

及び計画地周辺の地域特性を勘案して評

価する。 

【参考資料】 

◆地域環境管理計画に定められる地域別環境保全水準 

・生活環境の保全に支障のないこと。 
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5.3 建設発生土 

項 目 調 査 

廃
棄
物
等

建
設
発
生
土

(1) 調査項目 

計画地及びその周辺における建設発生土の状況等を把握し、予測及び評価を行うた

めの資料を得ることを目的として、以下の項目について調査する。 

① 建設発生土の状況 

② 関係法令等による基準等 

(2) 調査地域 

計画地及びその周辺とする。 

(3) 調査方法等 

① 建設発生土の状況 

「平成24年度建設副産物実態調査結果」（平成26年３月、国土交通省）等の既存資

料を整理する。 

② 関係法令等による基準等 

以下に示す関係法令等の内容を整理する。 

・神奈川県土砂の適正処理に関する条例（平成11年３月、条例第３号） 
・建設副産物適正処理推進要綱 
・地域環境管理計画に定められる地域別環境保全水準 
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 予 測 評 価 

(4) 予測及び評価項目 

＜工事中＞ 

① 建設発生土の量及びその処理・処分方法 

(5) 予測方法等 

＜工事中＞ 

① 建設発生土の量及びその処理・処分方法 

ア 予測地域・予測地点 

計画地内とする。 

イ 予測時期 

工事期間全体とする。 

ウ 予測方法 

施工計画の内容を踏まえ、工事中に発

生する建設発生土の量及びその処理・処

分方法を予測する。 

(6) 評価方法等 

＜工事中＞ 

① 建設発生土の量及びその処理・処分方法 

ア 環境への影響の回避・低減の観点 

建設発生土の処理・処分方法等につい

て、その内容を明らかにし、評価の条件

とする。 

イ 評価方法 

「地域環境管理計画」に定められる地

域別環境保全水準等を参考に設定する環

境保全目標を評価の指標とし、上述の「環

境への影響の回避・低減の観点」の内容

及び計画地周辺の地域特性を勘案して評

価する。 

【参考資料】 

◆地域環境管理計画に定められる地域別環境保全水準 

・生活環境の保全に支障のないこと。 
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６ 構造物の影響 

6.1 景観（景観、圧迫感） 

項 目 調 査 

構
造
物
の
影
響

景
観
（
景
観
、
圧
迫
感
）

(1) 調査項目 

計画地及びその周辺における地域景観の特性等を把握し、予測及び評価を行うため

の資料を得ることを目的として、以下の項目について調査する。 

① 地域景観の特性 

② 代表的な眺望地点からの景観 

③ 圧迫感の状況 

④ 土地利用の状況 

⑤ 関係法令等による基準等 

(2) 調査地域 

計画地及びその周辺とする。 

(3) 調査方法等 

① 地域景観の特性 

「地形図」等の既存資料を整理するとともに、現地踏査により把握する。 

② 代表的な眺望地点からの景観 

ア 現地調査 

(ｱ) 調査地点 

調査地点は表 7.6.1-1、図 7.6.1-1 及び写真 7.6.1-1(1)～(2)に示すとおり、計画

地周辺において計画地あるいは計画建築物が容易に見渡せると予想される場所、眺望

が良い場所、不特定多数の人の利用度や滞留度が高い場所等とし、12 地点（№1～№12）

とする。 

(ｲ) 調査期間・調査時間帯 

景観の状況が把握できる時期とする。 

(ｳ) 調査方法 

写真撮影により、代表的な眺望地点からの景観を把握する。 

③ 圧迫感の状況 

ア 現地調査 

(ｱ) 調査地点 

調査地点は表 7.6.1-2 及び図 7.6.1-2 に示すとおり、計画地周辺の５地点（地点Ａ

～地点Ｅ）とする。 

(ｲ) 調査期間・調査時間帯 

圧迫感の状況が把握できる時期とする。 

(ｳ) 調査方法 

天空写真を撮影し、形態率を算定する。 
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 予 測 評 価 

(4) 予測及び評価項目 

＜供用時＞ 

① 主要な景観構成要素の改変の程度及び地域景観の特性の変化の程度 

② 代表的な眺望地点からの眺望の変化の程度 

③ 圧迫感の変化の程度 

(5) 予測方法等 

＜供用時＞ 

① 主要な景観構成要素の改変の程度及び地

域景観の特性の変化の程度 

ア 予測地域・予測地点 

現況調査の調査地域と同様とする。 

イ 予測時期 

計画建築物等の工事完了後とする。 

ウ 予測方法 

現況の地域景観の特性及び事業計画の

内容に基づき、主要な景観構成要素の改

変の程度及び地域景観の特性の変化の程

度を定性的に予測する。 

② 代表的な眺望地点からの眺望の変化の程度 

ア 予測地域・予測地点 

現況調査の調査地点と同様とする。 

イ 予測時期 

計画建築物等の工事完了後とする。 

ウ 予測方法 

現況写真に計画建築物等の完成予想図

を重ね合わせて合成写真（フォトモン

タージュ）を作成し、代表的な眺望地点

からの眺望の変化の程度を定性的に予測

する。 

③ 圧迫感の変化の程度 

ア 予測地域・予測地点 

現況調査の調査地点と同様とする。 

イ 予測時期 

計画建築物等の工事完了後とする。 

ウ 予測方法 

現況の天空写真に計画建築物の射影を

合成した天空写真を作成して形態率を算

定し、圧迫感の変化の程度を予測する。 

(6) 評価方法等 

＜供用時＞ 

① 主要な景観構成要素の改変の程度及び地

域景観の特性の変化の程度 

ア 環境への影響の回避・低減の観点 

計画建築物等の景観への配慮等につい

て、その内容を明らかにし、評価の条件

とする。 

イ 評価方法 

「地域環境管理計画」に定められる地

域別環境保全水準等を参考に設定する環

境保全目標を評価の指標とし、上述の「環

境への影響の回避・低減の観点」の内容

及び計画地周辺の地域特性を勘案して評

価する。 

② 代表的な眺望地点からの眺望の変化の程度 

ア 環境への影響の回避・低減の観点 

計画建築物等の景観への配慮等につい

て、その内容を明らかにし、評価の条件

とする。 

イ 評価方法 

「地域環境管理計画」に定められる地

域別環境保全水準等を参考に設定する環

境保全目標を評価の指標とし、上述の「環

境への影響の回避・低減の観点」の内容

及び計画地周辺の地域特性を勘案して評

価する。 

③ 圧迫感の変化の程度 

ア 環境への影響の回避・低減の観点 

計画建築物等の圧迫感への配慮等につ

いて、その内容を明らかにし、評価の条

件とする。 

イ 評価方法 

「地域環境管理計画」に定められる地

域別環境保全水準等を参考に設定する環

境保全目標を評価の指標とし、上述の「環

境への影響の回避・低減の観点」の内容

及び計画地周辺の地域特性を勘案して評

価する。 
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項 目 調 査 

構
造
物
の
影
響

景
観
（
景
観
、
圧
迫
感
）

④ 土地利用の状況 

「土地利用現況図」等の既存資料を整理する。 

⑤ 関係法令等による基準等 

以下に示す関係法令等の内容を整理する。 

・景観法（平成16年６月、法律第110号） 
・川崎市都市景観条例（平成６年12月、条例第38号） 
・川崎市景観計画（平成19年12月、川崎市） 
・地域環境管理計画に定められる地域別環境保全水準 

表7.6.1-1 代表的な眺望地点からの景観の調査地点（現地調査） 

調査地点 

選定の理由 
眺望地点 

の標高 

計画地中心 

からの 

方位・距離 

領 域 
№ 

名 称 

（所在地） 

№1 
多摩川サイクリングロード

（幸区堀川町） 

多摩川堤防上のサイクリング

ロードを利用する人等が計画地

方向を眺望できる地点 

約７ｍ 
北 

約 620ｍ 
遠景域 

№2 
新川橋交差点 

（川崎区貝塚１丁目） 

国道 15 号（第一京浜）を往来す

る人等が計画地方向を眺望でき

る地点 

約３ｍ 
南 

約 480ｍ 

中景域 

№3 
教育文化会館前富士見歩道橋

（川崎区富士見２丁目） 

教育文化会館前の富士見歩道橋

を利用する人等が計画地方向を

眺望できる地点 

約８ｍ 
東南東 

約 440ｍ 

№4 
ＪＲ川崎駅前 

（川崎区駅前本町） 

ＪＲ川崎駅を利用する人等が計

画地方向を眺望できる地点 
約３ｍ 

西 

約 400ｍ 

№5 
京急川崎駅前 

（川崎区砂子１丁目） 

京急川崎駅を利用する人等が計

画地方向を眺望できる地点 
約４ｍ 

西北西 

約 300ｍ 

№6 
川崎ハローブリッジ 

（川崎区宮本町） 

川崎ハローブリッジを利用する

人等が計画地方向を眺望できる

地点 

約10ｍ 
東南東 

約 220ｍ 

№7 
計画地北東側 

（川崎区宮本町） 

計画地周辺の住民等が慣れ親し

んだ身近な景観が望める地点 
約４ｍ 

北東 

約 120ｍ 

近景域 

№8 
稲毛神社前 

（川崎区宮本町） 

計画地周辺の住民等が慣れ親し

んだ身近な景観が望める地点 
約４ｍ 

東 

約 100ｍ 

№9 
市役所前東交差点 

（川崎区東田町） 

計画地周辺の住民等が慣れ親し

んだ身近な景観が望める地点 
約３ｍ 

南南東 

約 100ｍ 

№10 
計画地北西側 

（川崎区砂子１丁目） 

計画地周辺の住民等が慣れ親し

んだ身近な景観が望める地点 
約４ｍ 

北西 

約 100ｍ 

№11 
砂子９号線（京急通り） 

（川崎区砂子１丁目） 

計画地周辺の住民等が慣れ親し

んだ身近な景観が望める地点 
約４ｍ 

西北西 

約 100ｍ 

№12 
第２庁舎前歩道 

（川崎区砂子１丁目） 

計画地周辺の住民等が慣れ親し

んだ身近な景観が望める地点 
約４ｍ 

西南西 

約 100ｍ 
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表7.6.1-2 圧迫感の調査地点（現地調査） 

調査地点 選定の理由 

Ａ 計画地北側 
計画建築物（超高層棟）の北側壁面による圧迫感が大きくなると

予想される地点 

Ｂ 計画地東側 
計画建築物（超高層棟）の東側壁面による圧迫感が大きくなると

予想される地点 

Ｃ 計画地西側 
計画建築物（超高層棟）の西側壁面による圧迫感が大きくなると

予想される地点 

Ｄ 本庁舎敷地南側 計画建築物による圧迫感が大きくなると予想される地点 

Ｅ 市役所前交差点北 
不特定多数の人の通行があり、本庁舎敷地及び第２庁舎敷地の両

方の圧迫感の変化を把握できると考えられる地点 

【参考資料】 

◆地域環境管理計画に定められる地域別環境保全水準 

・景 観：周辺環境と調和を保つこと。又は、魅力ある都市景観の形成を図ること。 

・圧迫感：生活環境の保全に支障のないこと。 
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№1：多摩川サイクリングロード 

（撮影日：平成 28 年１月 19 日） 

№2：新川橋交差点 

（撮影日：平成 27 年 11 月６日） 

№3：教育文化会館前富士見歩道橋 

（撮影日：平成 28 年１月 26 日） 

№4：ＪＲ川崎駅前 

（撮影日：平成 27 年 11 月６日） 

№5：京急川崎駅前 

（撮影日：平成 29 年２月 15 日） 

№6：川崎ハローブリッジ 

（撮影日：平成 28 年１月 26 日） 

写真7.6.1-1(1) 代表的な眺望地点からの景観の調査地点（№1～№6） 
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№7：計画地北東側 

（撮影日：平成 27 年 12 月 17 日） 

№8：稲毛神社前 

（撮影日：平成 27 年 11 月６日） 

№9：市役所前東交差点 

（撮影日：平成 27 年 11 月６日） 

№10：計画地北西側 

（撮影日：平成 27 年 12 月９日） 

№11：砂子９号線（京急通り） 

（撮影日：平成 27 年 12 月９日） 

№12：第２庁舎前歩道 

（撮影日：平成 27 年 12 月９日） 

写真7.6.1-1(2) 代表的な眺望地点からの景観の調査地点（№7～№12） 
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6.2 日照阻害 

項 目 調 査 

構
造
物
の
影
響

日
照
阻
害

(1) 調査項目 

計画地及びその周辺における日照阻害の状況等を把握し、予測及び評価を行うため

の資料を得ることを目的として、以下の項目について調査する。 

① 日照阻害の状況 

② 地形の状況 

③ 既存建築物の状況 

④ 土地利用の状況 

⑤ 関係法令等による基準等 

(2) 調査地域 

冬至日の真太陽時における午前８時から午後４時までの間に計画建築物による日

影が生じると想定される地域とする。 

(3) 調査方法等 

① 日照阻害の状況 

「かわさき生活ガイド」（川崎市）等の既存資料を整理するとともに、現地踏査に

より把握する。 

② 地形の状況 

「地形図」等の既存資料を整理する。 

③ 既存建築物の状況 

「川崎都市計画総括図」（川崎市）等の既存資料を整理するとともに、現地踏査に

より把握する。 

④ 土地利用の状況 

「土地利用現況図」等の既存資料を整理する。 

⑤ 関係法令等による基準等 

以下に示す関係法令等の内容を整理する。 

・建築基準法（昭和25年５月、法律第201号） 
・川崎市建築基準条例（昭和35年９月、条例第20号） 
・地域環境管理計画に定められる地域別環境保全水準 
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 予 測 評 価 

(4) 予測及び評価項目 

＜供用時＞ 

① 冬至日における日影の範囲、日影となる時刻及び時間数等の日影の状況の変化の程度 

② 日照阻害の影響に特に配慮すべき施設等における日影となる時刻及び時間数等の日影の状

況の変化の程度 

(5) 予測方法等 

＜供用時＞ 

① 冬至日における日影の範囲、日影となる

時刻及び時間数等の日影の状況の変化の

程度 

ア 予測地域・予測地点 

冬至日の真太陽時における午前８時か

ら午後４時までの間に計画建築物による

日影が生じると想定される地域とする。 

イ 予測時期 

計画建築物等の工事完了後とする。 

ウ 予測方法 

平均地盤面±０ｍにおける時刻別日影

図及び等時間日影図、関係法令に基づく

測定水平面（平均地盤面＋４ｍ）におけ

る等時間日影図を作図する。 

② 日照阻害の影響に特に配慮すべき施設等

における日影となる時刻及び時間数等の

日影の状況の変化の程度 

ア 予測地域・予測地点 

計画地周辺の日影が生じることによる

影響に特に配慮すべき施設等とする。 

イ 予測時期 

計画建築物等の工事完了後とする。 

ウ 予測方法 

時刻別日影図及び等時間日影図をもと

に、予測地点における計画建築物による

日影となる時刻及び時間数等を予測す

る。 

(6) 評価方法等 

＜供用時＞ 

① 冬至日における日影の範囲、日影となる

時刻及び時間数等の日影の状況の変化の

程度 

ア 環境への影響の回避・低減の観点 

計画建築物の日照阻害への配慮等につ

いて、その内容を明らかにし、評価の条

件とする。 

イ 評価方法 

「地域環境管理計画」に定められる地

域別環境保全水準等を参考に設定する環

境保全目標を評価の指標とし、上述の「環

境への影響の回避・低減の観点」の内容

及び計画地周辺の地域特性を勘案して評

価する。 

② 日照阻害の影響に特に配慮すべき施設等

における日影となる時刻及び時間数等の

日影の状況の変化の程度 

ア 環境への影響の回避・低減の観点 

計画建築物の日照阻害への配慮等につ

いて、その内容を明らかにし、評価の条

件とする。 

イ 評価方法 

「地域環境管理計画」に定められる地

域別環境保全水準等を参考に設定する環

境保全目標を評価の指標とし、上述の「環

境への影響の回避・低減の観点」の内容

及び計画地周辺の地域特性を勘案して評

価する。 

【参考資料】 

◆地域環境管理計画に定められる地域別環境保全水準 

・住環境に著しい影響を与えないこと。 



- 164 - 

6.3 テレビ受信障害 

項 目 調 査 

構
造
物
の
影
響

テ
レ
ビ
受
信
障
害

(1) 調査項目 

計画地及びその周辺におけるテレビ電波（地上波）の受信状況等を把握し、予測及

び評価を行うための資料を得ることを目的として、以下の項目について調査する。 

① テレビ電波（地上波）の受信状況 

② テレビ電波の送信の状況 

③ 高層建築物及び住宅等の分布状況 

④ 地形、工作物の状況 

⑤ 関係法令等による基準等 

(2) 調査地域 

机上検討により想定したテレビ受信障害が予想される地域とする。 

(3) 調査方法等 

① テレビ電波（地上波）の受信状況 

ア 現地調査 

(ｱ) 調査地点 

調査地域内の住居分布や調査地域境界部分の状況を勘案して適切に設定する。 

(ｲ) 調査期間・調査時間帯 

テレビ電波の受信状況を適切に把握できる時期・期間とする。 

(ｳ) 調査方法 

「建造物によるテレビ受信障害調査要領（地上デジタル放送）（改訂版）」（平成22

年３月、(社)日本CATV技術協会）等に定める測定方法に準拠し、現地において電波測

定車を用いて、調査地域で受信している地上デジタル放送のテレビ受信画像・品質の

状況、強度の状況を調査する。共聴設備等の設置状況等テレビ電波の受信形態は、現

地踏査により共聴設備等の範囲及びケーブルテレビ加入建物等の分布を確認する。 

② テレビ電波の送信の状況 

「全国デジタルテレビジョン・FM・ラジオ放送局一覧」（日本放送協会・日本民間

放送連盟監修・NHKアイテック編）等の既存資料を整理する。 

③ 高層建築物及び住宅等の分布状況 

「川崎都市計画総括図」等の既存資料を整理するとともに、現地踏査により把握す

る。 

④ 地形、工作物の状況 

「地形図」等の既存資料を整理する。 

⑤ 関係法令等による基準等 

以下に示す関係法令等の内容を整理する。 

・地域環境管理計画に定められる地域別環境保全水準 
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 予 測 評 価 

(4) 予測及び評価項目 

＜供用時＞ 

① テレビ受信障害（地上デジタル放送、衛星放送）の程度及び範囲 

(5) 予測方法等 

＜供用時＞ 

① テレビ受信障害（地上デジタル放送、衛

星放送）の程度及び範囲 

ア 予測地域・予測地点 

現況調査の調査地域と同様とする。 

イ 予測時期 

計画建築物等の工事完了後とする。 

ウ 予測方法 

地上デジタル放送の障害予測は、「建造
物障害予測の手引き（地上デジタル放送）」
（平成17年３月、(社)日本CATV技術協会）
等に示される方法に基づき予測する。 

衛星放送の障害予測は、遮へい障害距
離及び見通し線からの許容離隔距離を求
める理論式を用いて予測する。 

また、既存の共聴設備の状況やケーブ
ルテレビへの加入状況を踏まえて、テレ
ビ受信障害の影響を受ける可能性がある
棟数を把握する。 

(6) 評価方法等 

＜供用時＞ 

① テレビ受信障害（地上デジタル放送、衛

星放送）の程度及び範囲 

ア 環境への影響の回避・低減の観点 

テレビ受信障害対策について、その内

容を明らかにし、評価の条件とする。 

イ 評価方法 

「地域環境管理計画」に定められる地

域別環境保全水準等を参考に設定する環

境保全目標を評価の指標とし、上述の「環

境への影響の回避・低減の観点」の内容

及び計画地周辺の地域特性を勘案して評

価する。 

【参考資料】 

◆地域環境管理計画に定められる地域別環境保全水準 

・良好な受像画質を維持すること。かつ、現状を悪化しないこと。 
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6.4 風 害 

項 目 調 査 

構
造
物
の
影
響

風

害

(1) 調査項目 

計画地及びその周辺における地域の風の状況等を把握し、予測及び評価を行うため

の資料を得ることを目的として、以下の項目について調査する。 

① 地域の風の状況 

② 風の影響に特に配慮すべき周辺の施設の状況 

③ 風害について考慮すべき周辺の建築物の状況 

④ 地形の状況 

⑤ 土地利用の状況 

⑥ 関係法令等による基準等 

(2) 調査地域 

風の状況に変化を及ぼすと想定される地域とし、計画地敷地境界から計画建築物の

最高高さの約２倍（約 232ｍ）を包括する範囲とする。 

(3) 調査方法等 

① 地域の風の状況 

「川崎市大気データ」等の既存資料を整理する。調査地点は、川崎市の一般局であ

る大師測定局（計画地の東側約2.8km、測定高さ地上16ｍ）注）とし、調査期間は５～10

年間とする。 

注） 計画地の最寄りの一般局である川崎測定局は、川崎市役所本庁舎屋上（測定高さ：地

上 28ｍ）で風向・風速を測定していたが、本庁舎の解体工事に伴い測定機器を川崎市

役所第３庁舎屋上（測定高さ：地上約 88ｍ）に移設し、平成 28 年３月 28 日から測定

を行っている。地域の風の状況は経年的に確認する必要があり、第３庁舎は測定期間

が短いため測定結果が使用できない。また、本庁舎は周辺に高層の建築物が多く、風

速が弱めに測定されていた。一方、大師測定局（測定高さ：地上 16ｍ）は周辺に高層

の建築物が少なく、川崎測定局（本庁舎）と比較して風速が強めに測定されており、

地域の風を代表していると考えられることから、大師測定局のデータを用いることと

した。 

② 風の影響に特に配慮すべき周辺の施設の状況 

「かわさき生活ガイド（川崎区版）」等の既存資料を整理する。 

③ 風害について考慮すべき周辺の建築物の状況 

「川崎都市計画総括図」等の既存資料を整理するとともに、現地踏査により把握す

る。
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 予 測 評 価 

(4) 予測及び評価項目 

＜供用時＞ 

① 風向、風速の変化する地域の範囲及び変化の程度 

② 年間における風速の出現頻度 

(5) 予測方法等 

＜供用時＞ 

① 風向、風速の変化する地域の範囲及び変

化の程度 

ア 予測地域・予測地点 

現況調査の調査地域と同様とする。風

洞実験に使用する模型の範囲は計画地を

中心とした半径約500ｍとし、模型の縮尺

は1/500とする。 

予測地点は、不特定多数の人の利用度

が高い場所、風の影響に配慮すべき施設

等を勘案して設定する。 

イ 予測時期 

計画建築物等の工事完了後とする。 

ウ 予測方法 

風洞実験による方法とし、現況及び計

画建築物等の工事完了後について、上空

風の主風向における風向、風速の状況に

ついて整理する。また、必要に応じて、

防風対策後についても予測する。 

② 年間における風速の出現頻度 

ア 予測地域・予測地点 

「① 風向、風速の変化する地域の範

囲及び変化の程度」と同様とする。 

イ 予測時期 

「① 風向、風速の変化する地域の範

囲及び変化の程度」と同様とする。 

ウ 予測方法 

風洞実験による方法とし、現況及び計

画建築物等の工事完了後について、日最

大瞬間風速の超過頻度を、環境保全目標

として設定する村上氏らの提案による風

環境評価指標と対比して整理する。また、

必要に応じて、防風対策後についても予

測する。 

(6) 評価方法等 

＜供用時＞ 

① 風向、風速の変化する地域の範囲及び変

化の程度 

ア 環境への影響の回避・低減の観点 

計画建築物等の風環境への配慮等につ

いて、その内容を明らかにし、評価の条

件とする。 

イ 評価方法 

「地域環境管理計画」に定められる地

域別環境保全水準等を参考に設定する環

境保全目標を評価の指標とし、上述の「環

境への影響の回避・低減の観点」の内容

及び計画地周辺の地域特性を勘案して評

価する。 

② 年間における風速の出現頻度 

ア 環境への影響の回避・低減の観点 

計画建築物等の風環境への配慮等につ

いて、その内容を明らかにし、評価の条

件とする。 

イ 評価方法 

「地域環境管理計画」に定められる地

域別環境保全水準等を参考に設定する環

境保全目標を評価の指標とし、上述の「環

境への影響の回避・低減の観点」の内容

及び計画地周辺の地域特性を勘案して評

価する。 
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項 目 調 査 

構
造
物
の
影
響

風

害

④ 地形の状況 

「地形図」等の既存資料を整理する。 

⑤ 土地利用の状況 

「土地利用現況図」等の既存資料を整理する。 

⑥ 関係法令等による基準等 

以下に示す関係法令等の内容を整理する。 

・地域環境管理計画に定められる地域別環境保全水準 
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【参考資料】 

◆地域環境管理計画に定められる地域別環境保全水準 

・生活環境の保全に支障のないこと。 

○日最大瞬間風速の超過頻度に基づく風環境評価指標 

表7.6.4-1 村上氏らの提案による風環境評価指標 

強風による影響の程度 
対応する 

空間用途の例 

評価される強風レベルと 

許容される超過頻度 

日最大瞬間風速（m/s） 

10 15 20 

日最大平均風速（m/s） 

10/GF 15/GF 20/GF 

ランク１ 

最も影響を受けやすい用途の場所 

住宅地の商店街 

野外レストラン 

10％ 0.9％ 0.08％ 

（37 日） （３日） （0.3 日） 

ランク２ 

影響を受けやすい用途の場所 

住宅街 

公園 

22％ 3.6％ 0.60％ 

（80 日） （13 日） （２日） 

ランク３ 

比較的影響を受けにくい用途の場所 
事務所街 

35％ 7.0％ 1.50％ 

（128 日） （26 日） （５日） 
注 1)日最大瞬間風速 10m/s：ごみが舞い上がる。干し物が飛ぶ。 

 15m/s：立看板、自転車等が倒れる。歩行困難。 

 20m/s：風に吹き飛ばされそうになる。 

注 2)本表の読み方（例：ランク１の用途） 

・日最大瞬間風速が 10m/s を超過する頻度が 10％（年間 37 日）以下 

・日最大瞬間風速が 15m/s を超過する頻度が 0.9％（年間３日）以下 

・日最大瞬間風速が 20m/s を超過する頻度が 0.08％（年間 0.3 日）以下 

をすべて満たせば許容される。 

注 3)GF（ガストファクター）は、「日最大瞬間風速の超過確率に基づく風環境評価に用いるガストファク

ターの提案」（義江龍一郎他、平成 26 年４月、日本風工学会論文集第 39 巻第２号）に基づき、風速

の大きさ（風速比）に応じて設定する。 

注 4)ランク３を超える場合はランク外とする。 

資料：「居住者の日誌による風環境調査と評価尺度に関する研究－市街地低層部における風の性状と風環

境評価に関する研究」（村上周三他、昭和 58 年３月、日本建築学会論文報告集 325 号） 
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７ 地域社会 

7.1 地域交通（交通混雑、交通安全） 

項 目 調 査 

地
域
社
会

地
域
交
通
（
交
通
混
雑
、
交
通
安
全
）

(1) 調査項目 

計画地及びその周辺における日常生活圏等の状況等を把握し、予測及び評価を行う

ための資料を得ることを目的として、以下の項目について調査する。 

① 日常生活圏等の状況 

② 道路の状況 

  （自動車交通量の状況、歩行者交通量の状況、道路及び交通規制の状況） 

③ 交通安全の状況 

④ 地形等の状況 

⑤ 土地利用の状況 

⑥ 道路等に係る計画等 

⑦ 関係法令等による基準等 

(2) 調査地域 

計画地及びその周辺とする。 

(3) 調査方法等 

① 日常生活圏等の状況 

「かわさき生活ガイド」等の既存資料を整理する。 

② 道路の状況 

ア 既存資料調査 

「全国道路交通情勢調査（道路交通センサス）一般交通量調査報告書」（川崎市建

設緑政局）等の既存資料を整理する。 

イ 現地調査 

＜自動車交通量の状況＞ 

(ｱ) 調査地点 

調査地点は図 7.7.1-1 に示すとおり、工事用車両及び施設関連車両の主な走行経路

上の 10 地点（№1～№10）とする。 

(ｲ) 調査期間・調査時間帯 

交通の状況が適切に把握できる時期（平日×１回）に実施する。 

(ｳ) 調査方法 

数取器（ハンドカウンター）を用いて、方向別、車種別、時間帯別に自動車交通量

を集計する。車種分類は大型車及び小型車の２車種区分とし、ナンバープレートによ

り区分する。また、あわせて二輪車も調査する。 

＜歩行者交通量の状況＞ 

(ｱ) 調査地点 

調査地点は図7.7.1-2に示すとおり、供用時の歩行者の主な歩行経路上の６地点（地

点ａ～地点ｆ）とする。 

(ｲ) 調査期間・調査時間帯 

交通の状況が適切に把握できる時期（平日×１回）に実施する。 

(ｳ) 調査方法 

数取器（ハンドカウンター）を用いて、方向別、時間帯別に歩行者交通量（自転車

を含む）を集計する。 
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 予 測 評 価 

(4) 予測及び評価項目 

＜工事中＞ 

① 工事用車両の走行による交通流及び交通安全への影響 

＜供用時＞ 

② 施設関連車両の走行による交通流及び交通安全への影響 

③ 歩行者の往来による交通流への影響 

(5) 予測方法等 

＜工事中＞ 

① 工事用車両の走行による交通流及び交通

安全への影響 

ア 予測地域・予測地点 

工事用車両の走行による交通流への影

響の予測地点は図7.7.1-1に示すとおり、

工事用車両の主な走行経路上の８地点

（№1～№6、№9～№10）とする。 

工事用車両の走行による交通安全への

影響は、工事用車両の主な走行経路とす

る 

イ 予測時期 

工事用車両（大型車）の走行台数が最

大となる時期とする。 

ウ 予測方法 

工事用車両の走行による交通流への影

響は、「改訂 平面交差の計画と設計 基

礎編 第３版」（平成19年７月、(社)交通

工学研究会）に基づき、交差点における交

差点需要率及び交通混雑度を予測する。 

工事用車両の走行による交通安全への

影響は、工事用車両の主な走行経路の道路

の状況及び交通安全施設の設置状況を踏

まえ、定性的に予測する。 

(6) 評価方法等 

＜工事中＞ 

① 工事用車両の走行による交通流及び交通

安全への影響 

ア 環境への影響の回避・低減の観点 

工事用車両の走行による交通流及び交

通安全への影響を低減させる対策につい

て、その内容を明らかにし、評価の条件

とする。 

イ 評価方法 

「地域環境管理計画」に定められる地

域別環境保全水準等を参考に設定する環

境保全目標を評価の指標とし、上述の「環

境への影響の回避・低減の観点」の内容

及び計画地周辺の地域特性を勘案して評

価する。 
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項 目 調 査 

地
域
社
会

地
域
交
通
（
交
通
混
雑
、
交
通
安
全
）

＜道路及び交通規制の状況＞ 

現地踏査により、計画地周辺における道路及び交通規制の状況を把握する。なお、

現地踏査は、自動車交通量の状況とあわせて実施する。 

③ 交通安全の状況 

ア 既存資料調査 

川崎警察署及び幸警察署からの提供資料により、交通事故の発生状況を把握する。

イ 現地調査 

現地踏査により、計画地周辺における交通安全施設の設置状況を把握する。なお、

現地踏査は、「② 道路の状況（自動車交通量の状況）」の現地調査とあわせて実施

する。 

④ 地形等の状況 

「地形図」等の既存資料を整理する。 

⑤ 土地利用の状況 

「土地利用現況図」等の既存資料を整理する。 

⑥ 道路等に係る計画等 

道路整備計画等の既存資料を整理する。 

⑦ 関係法令等による基準等 

以下に示す関係法令等の内容を整理する。 

・地域環境管理計画に定められる地域別環境保全水準 
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 予 測 評 価 

＜供用時＞ 

② 施設関連車両の走行による交通流及び交

通安全への影響 

ア 予測地域・予測地点 

施設関連車両の走行による交通流への

影響の予測地点は図7.7.1-1に示すとお

り、施設関連車両の主な走行経路上の10地

点（№1～№10）とする。 

施設関連車両の走行による交通安全へ

の影響は、施設関連車両の主な走行経路と

する 

イ 予測時期 

供用時の事業活動等が定常状態となる

時期とする。 

ウ 予測方法 

施設関連車両の走行による交通流への

影響は、「改訂 平面交差の計画と設計

基礎編 第３版」に基づき、交差点におけ

る交差点需要率及び交通混雑度を予測す

る。 

施設関連車両の走行による交通安全へ

の影響は、施設関連車両の主な走行経路の

道路の状況及び交通安全施設の設置状況

を踏まえ、定性的に予測する。 

③ 歩行者の往来による交通流への影響 

ア 予測地域・予測地点 

図7.7.1-2に示すとおり、歩行者の主な

歩行経路上の６地点（地点ａ～地点ｆ）と

する。 

イ 予測時期 

供用時の事業活動等が定常状態となる

時期とする。 

ウ 予測方法 

「大規模開発地区関連交通計画マニュ

アル 改訂版」（平成26年６月、国土交通

省都市局）に基づき、歩道のサービス水準

を予測する。 

＜供用時＞ 

② 施設関連車両の走行による交通流及び交

通安全への影響 

ア 環境への影響の回避・低減の観点 

施設関連車両の走行による交通流及び

交通安全への影響を低減させる対策につ

いて、その内容を明らかにし、評価の条

件とする。 

イ 評価方法 

「地域環境管理計画」に定められる地

域別環境保全水準等を参考に設定する環

境保全目標を評価の指標とし、上述の「環

境への影響の回避・低減の観点」の内容

及び計画地周辺の地域特性を勘案して評

価する。 

③ 歩行者の往来による交通流への影響 

ア 環境への影響の回避・低減の観点 

歩行者の往来による交通流への影響を

低減させる対策について、その内容を明

らかにし、評価の条件とする。 

イ 評価方法 

「地域環境管理計画」に定められる地

域別環境保全水準等を参考に設定する環

境保全目標を評価の指標とし、上述の「環

境への影響の回避・低減の観点」の内容

及び計画地周辺の地域特性を勘案して評

価する。 

【参考資料】 

◆地域環境管理計画に定められる地域別環境保全水準 

・生活環境の保全に支障のないこと。 
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８ 温室効果ガス 

8.1 温室効果ガス 

項 目 調 査 

温
室
効
果
ガ
ス

温
室
効
果
ガ
ス

(1) 調査項目 

温室効果ガスの原単位等を把握し、予測及び評価を行うための資料を得ることを目

的として、以下の項目について調査する。 

① 原単位の把握 

② 地域内のエネルギー資源の状況 

③ 関係法令等による基準等 

(2) 調査地域 

計画地及びその周辺とする。 

(3) 調査方法等 

① 原単位の把握 

環境省ホームページ等の既存資料を整理する。 

② 地域内のエネルギー資源の状況 

「熱供給事業便覧」（(一社)日本熱供給事業協会）等の既存資料を整理する。 

③ 関係法令等による基準等 

以下に示す関係法令等の内容を整理する。 

・地球温暖化対策の推進に関する法律（平成10年10月、法律第107号） 

・地球温暖化対策計画（平成28年５月、閣議決定） 

・エネルギーの使用の合理化等に関する法律（昭和54年６月、法律第49号） 

・川崎市地球温暖化対策の推進に関する条例（平成21年12月、条例第52条） 

・川崎市地球温暖化対策推進基本計画（平成22年10月、川崎市） 

・川崎市建築物環境配慮制度（CASBEE川崎） 

・地域環境管理計画に定められる地域別環境保全水準 
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 予 測 評 価 

(4) 予測及び評価項目 

＜供用後＞ 

① 温室効果ガス排出量及びその削減の程度 

(5) 予測方法等 

＜供用時＞ 

① 温室効果ガス排出量及びその削減の程度 

ア 予測地域・予測地点 

計画地内とする。 

イ 予測時期 

供用時の事業活動等が定常状態となる

時期とする。 

ウ 予測方法 

事業計画の内容及び既存資料に基づく

原単位を用いて温室効果ガスの排出量を

予測する。また、温室効果ガス排出量の

削減対策の内容に基づき、これらの対策

を講じた場合と講じない場合を比較して

削減の程度を予測する。 

(6) 評価方法等 

＜供用時＞ 

① 温室効果ガス排出量及びその削減の程度 

ア 環境への影響の回避・低減の観点 

温室効果ガス排出量の削減対策につい

て、その内容を明らかにし、評価の条件

とする。 

イ 評価方法 

「地域環境管理計画」に定められる地

域別環境保全水準等を参考に設定する環

境保全目標を評価の指標とし、上述の「環

境への影響の回避・低減の観点」の内容

及び計画地周辺の地域特性を勘案して評

価する。 

【参考資料】 

◆地域環境管理計画に定められる地域別環境保全水準 

・温室効果ガスの排出量又はエネルギー使用量の抑制を図ること。 
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第８章 関係地域の範囲 

関係地域は、現段階で環境に影響を及ぼすと想定される川崎市内の地域として、以

下の範囲とする。なお、日照阻害が及ぶおそれがある範囲は、平成28年３月に川崎市

長に提出した環境配慮計画書で示した範囲とした。 

・ 工事中の建設機械及び供用時の冷暖房施設の稼働による騒音、振動等の影響が及

ぶおそれがある範囲（計画地敷地境界から100ｍの範囲） 

・ 工事用車両及び供用時の施設関連車両の走行による騒音、振動等の影響が及ぶお

それがある範囲（最寄りの幹線道路に至るまでの工事用車両及び施設関連車両の

走行経路沿道50ｍの範囲） 

・ 高層建築物の存在により風環境の状況に変化が生じると予想される範囲（計画地

敷地境界から計画建築物の最高建物高さの約２倍（約232ｍ）の範囲） 

・日照阻害が及ぶおそれがある範囲 

関係地域の範囲は図8-1に、当該地域を管轄する市及び区の名称並びにその町丁名

は表8-1に示すとおりである。 

表8-1 関係地域 

市 名 区 名 関係町丁名 

川崎市 

川崎区 

旭町１丁目、砂子１丁目、砂子２丁目、駅前本町、榎町、 

東田町、富士見１丁目、堀之内町、本町１丁目、本町２丁目、 

宮前町、宮本町 

上記町丁の全域または一部 

幸 区 
幸町１丁目、幸町２丁目、幸町４丁目、堀川町 

上記町丁の全域または一部 
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第９章 その他 

１ 指定開発行為の実施に必要な許認可等の種類 

指定開発行為の実施に必要な許認可等の種類は、表9-1に示すとおりである。 

表9-1 指定開発行為の実施に必要な許認可等の種類 

根拠法令 許認可等の種類 

建築基準法第 18 条第２項 計画通知

建築基準法第 59 条の２第２項 総合設計の許可

都市計画法第 34 条の２ 開発行為の許可 

川崎市公害防止等生活環境の保全に関する条例

第 12 章の２

建築物環境配慮制度に関する届出

景観法第 16 条第１項 

川崎市都市景観条例第 13 条

景観計画区域内の行為の制限に関する届出

都市計画法第 65 条第１項 都市計画事業（京浜急行大師線）地内の建築

物の建築の許可

２ 条例方法書の作成者及び業務受託者の名称及び所在地 

(1) 条例方法書の作成者 

名 称 ：川崎市 

代 表 者 ：川崎市長 福田 紀彦 

住 所 ：川崎市川崎区宮本町１番地 

(2) 業務受託者 

名 称 ：株式会社ポリテック・エイディディ 

代 表 者 ：代表取締役社長 山口 信逸 

住 所 ：東京都中央区新富一丁目18番８号 

３ 事業内容等に関する問い合わせ窓口 

窓 口 ：川崎市総務企画局本庁舎等建替準備室 

住 所 ：川崎市川崎区東田町５番地４ 

電 話 ：０４４－２００－０２８１ 
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４ 参考とした資料の目録 

・ 「川崎市大気データ」（川崎市環境局ホームページ） 

・ 「平成26年度 水質年報」（平成27年12月、川崎市環境局） 

・ 「土地条件図（平成22～23年度調査）」（国土地理院ホームページ） 

・ 「ガイドマップかわさき 地盤情報 地質図集」（川崎市ホームページ） 

・ 「川崎市町丁別世帯数・人口」（川崎市ホームページ） 

・ 「平成24年経済センサス 活動調査結果」（川崎市ホームページ） 

・ 「川崎都市計画総括図」（平成27年３月、川崎市） 

・ 「土地利用現況図（川崎区・幸区）平成22年度 川崎市都市計画基礎調査」（平

成26年３月、川崎市） 

・ 「平成22年度全国道路交通情勢（道路交通センサス）一般交通量調査報告書」（川

崎市建設緑政局） 

・ 「川崎市統計書 平成27年（2015年）版」（平成28年３月、川崎市） 

・ 「川崎区マップ」（平成28年３月、川崎区役所地域振興課） 

・ 「かわさき生活ガイド 2016年度」（平成28年11月、川崎市） 

・ 「病院・診療所名簿」（川崎市健康福祉局ホームページ） 

・ 「川崎市公園・緑地等位置図」（平成28年１月、川崎市建設緑政局） 

・ 「川崎の公園（平成28年３月31日現在）」（川崎市建設緑政局ホームページ） 

・ 「指定文化財紹介」（川崎市教育委員会ホームページ） 

・ 「ガイドマップかわさき 都市計画情報 その他の土地規制」（川崎市ホーム

ページ） 

・ 「神奈川県の近代化遺産：神奈川県近代化遺産（建造物等）総合調査報告書」（平

成24年３月、神奈川県教育委員会教育局生涯学習部文化遺産課） 

・ 「平成23年度～平成27年度 神奈川県 公共用水域及び地下水の水質測定結果」

（神奈川県） 

・ 「平成22年度 環境局事業概要－公害編－」（平成22年12月、川崎市） 

・ 「平成26年度 環境局事業概要－公害編－」（平成26年12月、川崎市） 

・ 「平成27年度 環境局事業概要－公害編－」（平成27年12月、川崎市） 

・ 「平成28年度 環境局事業概要－公害編－」（平成29年１月、川崎市） 

・ 「地盤情報 市内の標高」（川崎市環境局ホームページ） 

本書に掲載した地図は、「1/5,000 地形図」（平成 27 年３月、川崎市）、「1/10,000 地形図」

（平成 26 年３月、川崎市）を使用したものです。 

再生紙を使用しています。 


